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第 1 節 序ɹ論

ɹ八代郡市明治・昭和ͷ大合併ͷ歴史ͷ流Εͷ中Ͱɺ個別ͷ行政区域を構成しͯ

い·͕͢ɺ山間部ɺ平野部ɺ干拓部ͱいう地理的要因͕重ͳΓ合いɺ社会・産業構

造ʹ͓いͯ多くͷ共通点を持ͪɺ一部ͷ行政サービεͰ広域的ͳ取Γ組Έ͕行

わΕͯい·͢ɻ 

ɹ一方ɺ近年ͷ少子高齢化ͷ進展ʹ伴う人口構造ͷ変化ɺ地域住民ͷ日常生活圏ͷ

広͕Γɺ地方分権社会ͷ到来ʹ伴う市町村ͷ役割拡大ɺ景気迷ʹΑΔ財源不足ͳ

Ͳɺ市町村を取Γ巻く環境大͖く変化し͖ͯͯい·͢ɻ 

ɹこうしͨ中ɺ八代市・坂本村・千丁町・鏡町・東陽村・泉村͔Β構成さΕΔ八代

地域 (1 市 2 町 3 村 ) Ͱɺ時代背景や社会環境ͷ変化ʹ対応しͨ新しい·ͪͮく

Γを目指しͯ市町村合併を推進͢Δこͱʹし·しͨɻ 

ɹ八代地域ͷ人口ɺ 14 万人 ( 住民基本台帳 : 平成 16 年 3 月末日現在 ) Ͱ͕͢ɺ

10 年後ʹ 13 万人 ( コーホート要因法ʹΑΔ平成 27 年ͷ推計人口 ) ʹ減少͢

ΔͩけͰͳくɺ高齢化率 ( 全人口ͷうͪ 65 歳以上ͷ占ΊΔ割合 )  29.5% ͱͳΓɺ

国 (26.0%)ɺ県 (27.5%) ͷ平均を上回Δͱ推計さΕ·͢ ( 国ɺ県ͷ推計値ɺ平成

12 年ͷ国勢調査を基準人口ͱしͨ国立社会保障・人口問題研究所ʮ日本ͷ将来推

計人ロー平成 14 年 1 月推計一ʯ)

ɹこͷͨΊɺ市町村合併を進Ίɺ地方分権時代ʹ即しͨ専門職や技術職ͷ配置や人

材育成を進ΊΔこͱʹΑっͯɺ急速ʹ進展͢Δ少子高齢化ʹ伴い多様化͢Δ行政

二一ζヘͷ対応や福祉ͷ充実ɺ住民ͷ視点ʹ立っͨ質ͷ高いサービεͷ提供を進Ί

ͯいくこͱ͕可能ͱͳΓ·͢ɻ 

注）八代地域ʹ͓いͯɺ平成 14 年 9 月 1 日ΑΓɺ郡市一体 (1 市 4 町 3 村 ) を枠組Έͱし

ͨ法定協議会ʮ八代地域市町村合併協議会ʯを設置しɺ住民ʹΑΔ地域ワーキング会議

等ʹΑΔ検討を中心ͱしͯɺ新市建設計画ͷ策定を進Ί͖ͯ·しͨɻこͷΑうͳ状況ͷ中ɺ

平成 16 年 3 月ɺ竜北町・宮原町͕郡市一体ͷ枠組Έ͔Β離脱し·し͕ͨɺ八代市・坂

本村・千丁町・鏡町・東陽村・泉村͔Β構成さΕΔ八代地域 (1 市 2 町 3 村 ) ɺ今後

八代郡市ͷ中核的ͳ役割を担うこͱ͔ΒɺこΕ·Ͱͷ 8 市町村Ͱͷ議論を踏·えɺ八代

郡市全体ͷ発展を見据えͨ 6 市町村合併ͷ新市建設計画ͱしͯ策定しͯい·͢ɻ

ᶃ高齢化社会Ͱ多様化͢Δ行政ニーζへͷ対応

ɹ景気ͷ先行͖͕不透明Ͱɺ地方税収ͷ૿見込Ίͣɺ国͔Β交付さΕΔ地方交付

税厳しい状況͕続くこͱ͕予想さΕ·͢ɻ 

ɹそこͰ市町村合併を進ΊΔこͱͰɺ特別職や一般職ͷ計画的削減や行政経費ͷ節

減を行っͯ行財政運営を効率化しɺ行財政基盤を強化͢ΔこͱʹΑΓɺ行政サービ

εͷ維持・向上͕可能ͱͳΓ·͢ɻ 

ᶄ行財政運営ͷ効率化ͱ基盤強化
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ɹ人・自然・産業・交通基盤ͳͲ多様ͳ資源Λ持ͭ八代地域Ͱͷ合併Λ進ΊΔ͜ͱ

ʹΑΓɺ͜Ε·Ͱ各市町村Ͱ培わΕた·ちͮくΓ͕広域的ͳ観点Ͱ展開Ͱ͖ΔΑう

ʹͳΓɺ͞Βʹ合併ʹ伴う財政支援措置Λ活用͠た重点的ͳ投資Λ行う͜ͱͰɺ

地域ͷ活力ͷ充実やイメーδアップɺ環境問題ɺ観光振興ͳͲͷ施策ʹ取Γ組Ή͜

ͱ͕可能ͱͳΓ·͢ɻ

ɹ新市建設計画ɺʮ市町村ͷ合併ͷ特例ʹ関͢Δ法律ʢ合併特例法ʣʯʹ基͖ͮ法

定協議会͕策定͢Δ͜ͱʹͳ͓ͬͯΓɺ合併後ͷ均衡あΔ地域ͷ振興・発展や社会

基盤ͷ整備あΔい住民福祉等行政サービεͷ向上ʹ向͚ͯͲͷΑうʹ取Γ組ΜͰ

いくͷ͔ͳͲɺ新市ͷ姿や施策ͷ方向性Λ示͢ͱいう役割͕あΓ·͢ɻ

ɹ·たɺ新市ʹ͓いͯ改Ίͯ策定͞ΕΔ総合計画ͷ基礎ͱͳΔͱͱʹɺそͷ総合

計画ʹ基͖ͮɺ新市ʹ͓͚Δ具体的ͳ事業展開͕図ΒΕΔ͜ͱʹͳΓ·͢ɻ

ɹ̍市 2町 3村ͷ八代地域Λɺ単ͳΔ 6ͭͷ地域ͷ集合ͱͯ͠捉えΔ͜ͱ͔Βͷ発

想ͷ転換Λͯ͠い·͢ɻ

ɹ発想ͷ転換ͷ基本的観点ʮ地域住民ʹΑΔ自治ʯͰ͢ɻ新たʹ形成͞ΕΔ新市

͕ΑΓ充実͠た自治行政Λ目指ͯ͠いくたΊʹɺ地域住民ͷ自治意識Λ醸成͠ɺ

͜Ε·Ͱ築い͖ͯた特性や個性Λ維持ɺ発展͞せΔ͜ͱ͕Ͱ͖Δ単位Λ地域ͱͯ͠

捉えͯい·͢ɻ

ɹ͜ͷΑうͳ地域ͷ捉え方ͱͯ͠ɺ暮Β͠ͷ身近ͳ視点͔Βͷ発想͕活͔せΔ単位

Ͱɺ͔ͭ歴史的ͳ·ͱ·ΓΛ考慮ͯ͠ɺ中学校区単位Λ̍ͭͷ目安ͱͯ͠計画単位

Λ設定͠ɺそͷ単位Λ基本ʹ本計画ͷ策定Λͯ͠い·͢ɻ

ɹ計画単位ɺ八代市ͱ泉村以外̍町村̍中学校区ͱ͠ɺ八代市ʹͭいͯ̍̌

ͷ中学校区Λ地域特性͕似ͯいΔ地域Ͱ束Ͷͯ 5地域ͱ͠ɺ泉村ͷ五家荘地域ʹͭ

いͯ独自ͷ地域特性ͱ将来的ͳ位置͚ͮͷ違い等ʹ鑑Έɺ別地域ͱ͢ΔͳͲ各市

町村ͷ状況ʹ応ͯ͡設定ͯ͠い·͢ɻ

ɹ͜ͷ結果ɺʮ̍̍ 地域ʯΛ計画検討ͷ単位ͱͯ͠設定͠ɺ͜ͷ地域͝ͱʹ地域ワー

キング会議Λ組織͠ɺ活動や検討Λ行ͬͯい·͢ɻ

ɹ計画ͷ策定上ͷ留意点ͷ一ͭͱͯ͠ʮ合併市町村ʹ͓͚Δ旧市町村意識Λ早期ʹ

解消͠ɺ地域全体ͷ一体性Λ確立͢ΔたΊͷ計画ͱ͢Δʯͱいう項目͕あ͛ΒΕͯ

い·͕͢ɺ良い意味Ͱ住民自身͕住Ή地域ͷ良͞Λ知Γɺ誇Γʹ思う͜ͱ一体感

ͷ醸成ͷ基礎ͱͯ͠重要Ͱ͢ɻ

ᶅ広域的ͳ観点͔Βͷ·ちͮくΓ

ᶃ地域ͷ考え方ͷ発想転換

ᶄ地域ͷ見ͭΊ直͔͠Β出発͢Δʮ一体感ͷ醸成ʯ
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ɹͱΓわ͚ɺ八代地域九州山地ͷ最深部͔Β八代海·Ͱͷ広大ͳ範囲ʢ熊本県ͷ

１割弱Λ占ΊΔʣʹ·͕ͨΔ個性豊͔ͳ地域ͷ広͕ΓΛ持ͬͯい·͢ɻͦ͜ʹ住

Ή人達͕ͦΕͧΕͷ地域Λ自慢ʹ思いɺ誇Γͱ感͡ɺͦΕͧΕͷ地域ͷ良͞Λ地域

住民͕͔ͬ͠Γͱ認識ͨ͠上Ͱɺͦͷ環境Λ磨͖ɺ魅力Λ十分ʹ発揮͠ɺͦΕΛ八

代地域全体Ͱ享受ͯ͠いく͜ͱ͕一体感ͷ醸成ʹͭͳ͕ͬͯいくͱいえ·͢ɻ

ɹ͜ͷͨΊɺ計画ͷ策定ʹあͨͬͯɺͦΕͧΕͷ地域Λɺͦ͜ʹ住Ή人達自身͕

う一度͔ͬ͠Γͱ見ͭΊ直͠ɺ再発見ɺ再確認ͭͭ͠ɺͦΕΛ八代地域全体ʹア

ϐール͠ɺΈΜͳ͕ͦΕΛ認Ί合ͬͨ上Ͱ八代地域全体ΛͲう͢Δ͔Λ考えͯいく

ͨΊʹɺ地域住民ʹΑΔ地域ͷ見ͭΊ直͠ͷ作業͕最初ͷ出発点ͱͳͬͯい·͢ɻ

ɹ今回ͷ計画策定ͷ土台ͱͳΔʮ新市将来Ϗδョンͷ方向性ʢ平成 14年 5月八代

地域市町村合併検討協議会ʣʯͱͯ͠示͞ΕͯいΔʮ４ͭͷくʹʢ実
みの

Γͷくʹɺ拠
よ

Γͷくʹɺ躍
おど

Γͷくʹɺ誇
ほこ

ΓͷくʹʣʯͮくΓͷ展開Λ考えΔʹあͨͬͯɺ６市

町村ͷ総合計画ʹ基ͮく·ͪͮくΓͷ方針や必要事業ͷ積Έ上͛ͱ調整͕大͖ͳ検

討ͷ流Εͱͯ͠必要Ͱ͢ɻ

ɹ策定作業ʹあͨͬͯɺͦͷ流Εͱ並行ͯ͠計画単位毎ͷ視点͔Βʮ４ͭͷくʹʯ

ͮくΓͷあΓ方Λ検討͠ɺ地域ͷ発想Λ組Έ込Μͩ形Ͱ建設ͷ基本方針や施策方針

Λ策定ͯ͠い·͢ɻ

ɹ本計画ͷ実現ʹあͨͬͯ求ΊΒΕΔ体制ͮくΓͱͯ͠ɺʮ地域住民ʹΑΔ自治ʯ

Λ目指ͨ͠地域住民・行政ͷ視点͔Βͷ体制や仕組ΈͷあΓ方Λ検討ͯ͠い·͢ɻ

ɹ今回ͷ検討作業ͷ中Ͱɺ各地域ͷ住民ʹΑΓ構成͞Εͨ地域ワーキング会議及

び住民検討会議Ͱʮ地域ʯΛ単位ͱͨ͠自治組織ͷあΓ方Λ検討͠ɺͦͷ制度化ͷ

方向性Λ明Β͔ʹͯ͠い·͢ɻ

ɹͦΕͱ共ʹ行政ͷあΓ方ͱͯ͠ɺ行政職員ͷ参加ʹΑΔ検討Λ行いɺ地域ʹ根͟

ͨ͠行政サーϏεͱ予算ͷ執行Λ推進͢Δ行政組織ͷあΓ方Λ示ͯ͠い·͢ɻ

ɹ͜ͷ内容ɺ建設計画策定後継続的ʹ議論͢べ͖内容ͰあΔͱいえ·͕͢ɺͦ

ͷ議論ͷ大͖ͳ方向性Λ今回ͷ策定ͷ中Ͱ検討͠ɺ本計画ͷ中Ͱ示ͯ͠い·͢ɻ

ᶅʮ4ͭͷくʹʯͮくΓʹ地域ͷ発想Λ活͔͢

ᶆ地域住民・行政ͷ視点͔Β住民自治Λ考えΔ

注ʣ本計画ͷ策定ʹあͨͬͯͷ地域ワーキング会議ʹΑΔ検討ɺ八代郡市一体Λ枠組Έʢ13

地域ʣͱͨ͠合併協議Λ進ΊΔ中Ͱ実施͖ͯ͠·ͨ͠ɻ

͔͠͠ͳ͕Βɺͦͷ後ʹ͓いͯɺ竜北町・宮原町͕離脱ͨ͜͠ͱ͔Βɺ地域ワーキング会

議ʹ係Δ以下ͷ内容ɺ1市 2町 3村ͷ枠組Έʢ11地域ʣʹΑΔͷͰ記載ͯ͠い·͢ɻ
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表…地域区分

八 代 市

地域区分（11地域）

地域ワーキング会議の
設置・開催の地域単位

小区分の名称
備　　考これまでの経緯から各市町村

で配慮すべき地区の単位

坂 本 村

千 丁 町

鏡 　 町

東 陽 村

泉 　 村

八代第一中学校区

八代小学校区

松高小学校区

代陽小学校区

（氷川中）

下松求麻村（旧村）

百済来村（旧村）

上松求麻村（旧村）

鏡小・鏡西部小

文政小

有佐小

泉第一・二・三小

氷川流域

泉第七・八小

川辺川流域

河俣村（旧村）

河俣小（分校１）

種山村（旧村）

種山小（分校１）

太田郷小学校区

龍峯小学校区

宮地小学校区

宮地東小学校区
麦島小学校区

植柳小学校区

高田小学校区

金剛小学校区

八千把小学校区

郡築小学校区

昭和小学校区
日奈久小学校区

二見小学校区

旧西部小学校区

旧深水小学校区

旧中谷小学校区

旧鮎帰小学校区
旧藤本小学校区

旧中津道小学校区

旧田上小学校区

久多良木小学校区

16集落

（旧村は４つ）

・太牟田

・吉王丸

・新牟田

・古閑出

鏡（旧町）

文政（旧村）

有佐（旧村）

種山・北（公民館分館）

種山・南（公民館分館）

種山・小浦（公民館分館）

河俣・下（公民館分館）

河俣・上（公民館分館）

八代第二・八中学校区

八代第三・五・六中学校区

八代第四・七中学校区

日奈久・二見中学校区

坂本中学校区

千丁中学校区

鏡中学校区

東陽中学校区

下岳・柿迫・栗木地域

五家荘地域
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ɹ本計画ɺ新市を建設しͯいくたΊͷ基本方針ɺ基本方針を実現すΔたΊͷ施策

ͷ大綱ɺ住民自治を基本ͱすΔ総合的ͳ体制ͮくΓɺ公共施設ͷ適正配置ͱ整備及

び財政計画を中心ͱしͯ構成しͯい·すɻ

ɹ特ʹ構成ͷ第 4 〜 5 節ʹͭいͯɺ̍̍ 地域Ͱ行わΕた地域ワーキンά会議Ͱͷ

検討͕反映͞Εͯい·すɻ

第 1 節ɹ序論

第 2 節ɹ新市ͷ概況

第 3 節ɹ主要指標ͷ見通し

第 4 節ɹ新市建設ͷ基本方針

ɹ1ʣ新市ͷ将来像

●·ちͮくΓͷ方向性や具体的ͳ目標を示すͷͰɺ4 ͭͷ柱

ɹʢ実
みの

Γͷくʹɺ拠
よ

Γͷくʹɺ躍
おど

Γͷくʹɺ誇
ほこ

Γͷくʹʣʹ分けͯ示し

·すɻ

ɹ̎ʣ新市建設ͷ基本方針

●将来像を実現すΔたΊͷ方針を示し·すɻ

ɹ̏ʣ重点プロジェΫトͷ提案

●基本方針ͷ中Ͱ特ʹ重視すべ͖取Γ組Έͷ方針を示し·すɻ

ɹ̐ʣ土地利用・都市構造

●地域ͷ社会的ɺ経済的ɺ自然的条件等ʹ充分配慮しͳ͕Βɺ長期的展

望ʹ基ͮいた適切ͳ土地利用計画を示し·すɻ

ɹ̑ʣ地域別整備ͷ方針

●日常生活圏ɺ歴史的経緯ɺ今後ͷ地域整備ͷ方向性ͳͲを考慮しɺ各

地域ͷ特性を活͔すたΊɺ区分した地域͝ͱͷ整備方針を具体的ʹ示

し·すɻ

第 5 節ɹ施策ͷ大綱

● 4 ͭͷ柱毎ʹɺ将来像を実現すΔたΊͷ具体的ͳ取組Έを示し·すɻ

ɹ̍ʣ実
みの

Γͷくʹ

ɹ̎ʣ拠
よ

Γͷくʹ

ɹ̏ʣ躍
おど

Γͷくʹ

ɹ̐ʣ誇
ほこ

Γͷくʹ

第 6 節ɹ住民自治ʹΑΔ·ちͮくΓͷ推進

第 7 節ɹ新市ʹ͓けΔ熊本県事業ͷ推進

第 8 節ɹ公共的施設ͷ適正配置ͱ整備

第 9 節ɹ行財政改革

第̍̌ 節ɹ財政計画

― 新市建設計画の構成 ―― 新市建設計画の構成 ―
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序
論

ɹ本計画はɺ合併年度及びこれに続く 15年度ʢ平成 32年度まͰʣͱしますɻ

県 知 事 総務大臣

合 併協議会

地域ワーキング会議

幹　事　会

（市町村長、議長、

学識経験者等）

・八代第一中学校区（八代市）

・八代第二・八中学校区（八代市）

・八代第三・五・六中学校区（八代市）

・八代第四・七中学校区（八代市）

・日奈久・二見中学校区（八代市）

・坂本中学校区（坂本村）

・千丁中学校区（千丁町）

・鏡中学校区（鏡町）

・東陽中学校区（東陽村）

・下岳・柿迫・栗木地域（泉村）

・五家荘地域（泉村）

住民意見の反映

・ 広報等による情報提供

・ アンケート

・ 地域めぐりイベント、発表会等へ

　 の参加

（合併担当課長：

総務課長等）

（7部会）

企 画部会その他の

部会

(41分科会)

建設計画分科会その他の

分科会

協議

送付
送付

検討・調整

計
画
た
た
き
台
作
成

意
見
聴
取

回答
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第 

１ 

節　

序
論

1）新市の建設の基本方針

2）県事業に関する検討

3）公共施設の適正配置と整備に関する

検討

4）財政計画に関する検討

5）住民自治を基本とする総合的な体制

づくり

11月

 平  
成     
　
年

平
成
 
年

平
成
 
年

平
成
 
年

12月

9月

5月

  1月

  3月

  4月

  9月

 12月

9月

3月

1月

3月

●住民説明会

●関係機関との協議

●協議会への提案・確認

●県との協議・回答

計画(素案)の策定

計画(案)の策定

新市建設計画の確定

合併調印による新市建設計画の決定

→国・県への計画書送付

策定方針の協議

1.計画単位の見直し

取りまとめ

八代地域市町村合併検討協議会による

「新市将来ビジョンの方向性」パンフ作成

8市町村による八代地域市町村合併協議会設置

検討の流れ 地域ワーキング会議など 行政時期

〜

〜

3. 新市建設計画の検討

2. 地域の見つめ直しから出発する
　「一体感の醸成」

６市町村による八代地域市町村合併協議会設置

合
併
協
議
会
で
の
検
討
（
部
会
・
分
科
会
）

【1】地域の見つめ直し

◎第１回地域ワーキング会議(1/20～1/24)

　「見つめ直し情報地図づくりなど」

◎第２回地域ワーキング会議(2/17～2/21)

　「発表大会・バスツアーの準備など」

☆地域の自慢発表大会（3/9）
・お互いの地域のことを知る機会として、ワーキ
ングメンバーが一堂に会して、「自分たちの地
域の自慢」を八代地域の人達に向けて発表。

☆地域めぐりバスツアーイベント
　（3/22,23,29,30）
・より深くお互いの地域を知るために、ワーキ
ングメンバーをはじめとして住民自らが実際
に各地域を訪れる地域めぐりイベントを開催。

【2】地域別に将来像を検討

◎第３回地域ワーキング会議(5/2～5/15)

　「11地域毎に、地域の目標を検討」

◎第４回地域ワーキング会議(5/27～6/6)

　「11地域毎に、具体的な取り組みを検討」

【3】新市全体での将来像を検討

◎第５回地域ワーキング会議(6/28,29)

　「地域を横断した柱別施策方針の検討」

◆住民検討会議(7/12)

　「住民自治によるまちづくり」

◎第６回地域ワーキング会議(7/26）

☆「4つのくに」づくり発表大会
・ワーキング会議の総仕上げとして、全地域の
ワーキングメンバーはもとより、八代地域の
人達に向けて、積み上げてきた成果を発表し、
今後の新市建設計画策定に反映させていこう
というものです。

17

16

15

14



● 八代地域ɺ熊本市ͷ南 40 ㎞ʹ位置しɺ西八代海ʹ臨Έɺ北上益城郡・

下益城郡ɺ東宮崎県東臼杵郡ɺ南球磨郡及び葦北郡ʹ接しͯい·すɻ

● 宇城市松橋町͔Β八代市日奈久地区ʹ走Δ日奈久断層崖ʹΑͬͯɺ西ͷ八代平野

ͱ東ͷ山地ͱʹ区分さΕɺ全面積ͷ 30％͕平坦地ɺ70％͕山間地͔Βͳͬͯ

い·すɻ

● 八代平野ɺ日本三急流ͷ一ͭͰあΔ球磨川や氷川等͔Β流下した土砂͕堆積しͯ

Ͱ͖た扇状地式三角州͕基部ͱͳΓɺ永年ʹわたΔ干拓事業ʹΑΓɺ形成さΕた

沖積平野ͱͳͬͯい·すɻ山地ͷ東部ɺ泉村ͷ国見岳ʢ1,738 ｍʣを最高峰ͱし

ͯɺ九州山地ͷ脊梁地帯を形成しɺ西ʹくɺ谷狭くͯ深くͳͬͯい·すɻ
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第 2 節 新市ͷ概況

山口県

愛媛県

大分県

県

八代地域

宮崎県

鹿児島県

50km

100km

150km

200km

佐賀県

福岡県

県県長崎県県長崎県長崎県

県
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2 
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新
市
の
概
況



● 八代地域ͷ年平均気温ɺ14.5℃〜 16.5℃ͱ比較的温暖Ͱɺ年間ͷ降水量 1,800

㎜〜 2,000 ㎜Ͱすɻ

● 山間部ͷ年平均気温 14℃〜 15℃ɺ年間ͷ降水量 2,000 ㎜以上Ͱすɻ

● 八代地域ɺ東西 50 ㎞ɺ南北 25 ㎞Ͱɺ 680.2�ʢ68.019haʣͷ面積を有し

ͯいますɻ

● 土地利用別Ͱɺ林͕全体ͷ 7 割を占Ίͯいますɻ次いͰ農用地͕ 11.6％

ͱͳっ͓ͯΓɺͳ͔Ͱ八代平野ͷ市町ʹ͓けΔ農用地ͷ占ΊΔ割合͕高くͳっ

ͯいますɻ

め11め

第 

2 
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新
市
の
概
況

八代地域
面　積（ha）

総面積

68,019

100%

14,680

100%

16,282

100%

1,118

100%

2,824

100%

6,456

100%

26,659

100%

農用地

7,888

11.6%

4,399

30.0%

378

2.3%

782

69.9%

1,764

62.5%

278

4.3%

287

1.1%

森　林 原野 道　路水面・河川
・水路

市町村別データ

50,178

73.8%

4,609

31.4%

14,430

88.6%

-　

-　

-　

-　

5,518

85.5%

25,621

96.1%

6

0.0%

5

0.0%

1

0.0%

-　

-　

-　

-　

-　

-　

-　

-　

2,231

3.3%

1,179

8.0%

499

3.1%

61

5.5%

266

9.4%

91

1.4%

135

0.5%

2,322

3.4%

982

6.7%

332

2.0%

118

10.6%

304

10.8%

145

2.2%

441

1.7%

宅　地

2,688

4.0%

1,969

13.4%

110

0.7%

146

13.1%

361

12.8%

54

0.8%

48

0.2%

その他

2,706

4.0%

1,537

10.5%

532

3.3%

11

1.0%

129

4.6%

370

5.7%

127

0.5%

構成比（％）

面　積（ha）

構成比（％）

面　積（ha）

構成比（％）

面　積（ha）

構成比（％）

面　積（ha）

構成比（％）

面　積（ha）

構成比（％）

面　積（ha）

構成比（％）

八代市

坂本村

千丁町

鏡　町

東陽村

泉　村

H14「土地利用現況把握調査」（熊本県土地資源対策課）
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● 八代地域ͷ人口平成 12 年Ͱ 140,655 人ͰあΓɺ昭和 30 年͔Β 14.6％減少͠ɺ

昭和 55 年͔Β一貫ͯ͠減少傾向ʹあΓま͢ɻ

● 八代地域ͷ中心都市ͰあΔ八代市ɺ昭和 30 年ͷ 99,487 人͔Β昭和 60 年ͷ

108,790 人まͰ 9.4％૿加ͯ͠いま͕͢ɺそͷ後横い͔Β減少ʹ転͡ɺ平成

12 年ʹ 106,141 人ͱピーク時ͷ昭和 60 年͔Β 2.4％減少ͯ͠いま͢ɻ

● 八代郡 5 町村ͷ人口昭和 30 年͔Β一貫ͯ͠減少傾向ʹあΓɺ千丁町͕ 19.2％

減ͱマイナス幅͕比較的小さいもͷͷɺ鏡町͕ 32.5％減ɺ東陽村 51.8％減ɺ泉

村 63.8％減ɺ坂本村 69.9％減ͱ大͖ͳ減少ͱͳっͯいま͢ɻ

● 世帯数八代地域全体Ͱ昭和 55 年͔Β平成 12 年ͷ間Ͱ 12.8％ͷ૿加ͱͳっͯ

いま͢ɻͳ͔Ͱも八代市ͷ 18.2％や千丁町ͷ 15.7％ͷ૿加͕目立っͯいま͢ɻ

● 1 世帯当たΓͷ人口Ͱ昭和 55 年ͷ 3.7 人͔Β平成 12 年ʹ 3.1 人ͱ減少ͯ͠

͓Γɺ今後も核家族化͕進んͰいくこͱ͕予測さΕま͢ɻ

■人口の推移

■世帯数の推移

八代地域

Ｓ30年

八代市

坂本村

千丁町

鏡　町

東陽村

泉　村

164,725

99,487

19,143

8,654

23,953

5,822

7,666

八代地域

Ｓ55年 Ｓ60年 Ｈ2年 Ｈ7年 Ｈ12年人口
/世帯

人口
/世帯

人口
/世帯

人口
/世帯

人口
/世帯

Ｈ12／

Ｓ55増減

八代市

坂本村

千丁町

鏡　町

東陽村

泉　村

40,818

30,308

2,438

1,615

4,656

782

1,019

3.7

3.6

3.8

4.5

4.0

4.2

3.4

42,188

31,557

2,530

1,636

4,697

787

981

3.5

3.4

3.4

4.3

3.9

4.1

3.5

42,975

32,800

2,155

1,704

4,605

779

932

3.4

3.3

3.3

4.2

3.8

3.9

3.4

44,956

34,811

2,122

1,762

4,595

772

894

3.2

3.1

3.1

4.0

3.6

3.8

3.3

46,056

35,824

2,050

1,868

4,638

787

889

12.8%

18.2%

-15.9%

15.7%

-0.4%

0.6%

-12.8%

3.1

3.0

2.8

3.7

3.5

3.6

3.1

Ｓ40年

156,277

102,511

14,728

7,905

20,479

4,633

6,021

Ｓ45年

149,647

101,866

12,037

7,463

19,443

3,934

4,904

Ｓ50年

147,715

103,691

10,308

7,268

18,755

3,493

4,200

Ｓ55年

市町村別データ

市町村別データ

150,389

108,194

9,239

7,268

18,578

3,307

3,803

Ｓ60年

149,421

108,790

8,552

7,102

18,300

3,211

3,466

Ｈ2年

145,959

108,135

7,137

7,093

17,345

3,062

3,187

Ｈ7年

143,712

107,709

6,502

7,024

16,604

2,921

2,952

Ｈ12年 Ｈ12／
Ｓ30増減

140,655

106,141

5,771

6,989

16,174

2,805

2,775

-14.6%

6.7%

-69.9%

-19.2%

-32.5%

-51.8%

-63.8%

（人）

（世帯数）

国勢調査

国勢調査
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● 産業別就業人口の構成比の変化を昭和 55 年ͱ平成 12 年Ͱ比較しͯΈΔͱɺ第

1 次産業の構成比͕ 23.1％͔Β 15.1％ʹ 8.0 ポイント下しɺ第 2 次産業͕

26.4％͔Β 27.1％ͱ΄΅横ばいɺ第 3 次産業͕ 50.5％͔Β 57.8％ʹ 7.3 ポイン

ト૿加ͱͳっ͓ͯΓɺ第 1 次産業͕減少すΔ一方Ͱ第 3 次産業͕૿加しͯいΔ

こͱ͕顕著ͱͳっͯい·すɻ

第1次産業

第2次産業

第3次産業

就業者

構成比

Ｓ55年

16,693

23.1%

19,099

26.4%

36,483

50.5%

72,275

Ｓ60年

16,897

23.8%

17,765

25.0%

36,295

51.2%

70,957

Ｈ2年

14,739

20.9%

18,807

26.7%

36,965

52.4%

70,511

Ｈ7年

12,888

18.3%

18,836

26.7%

38,735

55.0%

70,459

Ｈ12年

10,225

15.1%

18,282

27.1%

38,993

57.8%

67,500

就業者

構成比

就業者

構成比

計

（人、％）

（国勢調査）

（％）

（年）

第1次産業

50.5％

26.4％

23.1％

51.2％

25.0％

23.8％

52.4％

26.7％

20.9％

55.0％

26.7％

18.3％

57.8％

27.1％

15.1％

第2次産業 第3次産業

1次産業

23.1％ 26.4％ 50.5％

51.2％

52.4％

55.0％

57.8％

25.0％

26.7％

26.7％

23.8％

20.9％

18.3％

15.1％ 27.1％

2次産業 3次産業

■産業別就業人口の推移
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主
要
指
標
の
見
通
し

● 平成 7 年͔Β平成 22 年·Ͱͷ数値ɺ各年ʹ͓けΔ国勢調査ͷσータを実績値

ͱしͯ用い·したɻ平成 27 年ɺ平成 32 年ͷ人口予測ʹͭいͯɺ国立社会保障・

人口問題研究所ʮ日本ͷ地域別将来推計人口ʢ平成 25 年 3 月推計ʣʯͷコーホー

τ要因法 注ʣʹΑΔ推計値を用い·したɻ

● 推計値ʹΑΔͱɺ平成 17 年ͷ 136,886 人͕平成 32 年ʹ 120,083 人ʹͳΓɺ

大幅ͳ減少傾向ͱͳΔこͱ͕う͔͕え·すɻ

● 減少率をΈΔͱɺ平成７〜 12 年ͷ 5 年間Ͱ△ 2.1％ɺ平成 12 〜 17 年Ͱ△ 2.7％ɺ

平成 17 〜 22 年Ͱ△ 3.4％ɺ平成 22 〜 27 年Ͱ△ 4.5％ɺ平成 27 〜 32 年Ͱ△ 4.9%

ͱ減少傾向ͷ割合͕大͖くͳ͓ͬͯΓɺ人口減少ͷスピーυ͕૿しͯいくͱ予測

さΕ·すɻ

第 3 節 主要指標ͷ見通し

■人口の推計
実績値：国勢調査 推計値：コーホート推計値

資料：八代市統計年鑑（平成25年度版）　国立社会保障・人口問題研究所「日本の市町村将来推計人口」

132,266

△3.4   

総人口
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126,328
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132,266

（単位：人、％）

注ʣコーホーτ要因法ͱɺ基準年ͷ性・年齢別人口ʢコーホーτʣをもͱʹɺ変化

ͷ要因ʢ出生率ɺ生残率ɺ社会移動率等ʣを考慮しͯɺ次ͷ年ͷ性・年齢別人口

を推計しɺこͷ繰Γ返しʹΑͬͯ将来ͷ人口を推計しͯいく方法Ͱすɻ
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● 年齢 3 階層別ͷ人口Ͱɺ年少人口ͷ総人口に占ΊΔ割合͕平成 17 年ͷ 13.8％

͔ら平成 32 年に 11.2％に減少しɺ生産年齢人口についͯ同様に 60.4％͔

ら 53.8％に減少しͯいますɻ

● 一方ɺ高齢化率ʢ総人口に占ΊΔ老年人口ͷ割合ʣ͕平成 17 年ͷ 25.7％͔ら平

成 32 年に 34.9％に૿加しͯいますɻ

● 年少人口ͷ減少傾向ͱ高齢化率ͷ૿加傾向͔らɺ今後ɺ少子高齢化͕急速に進展

すΔͱ予測さΕますɻ

年少人口
（15歳未満）

構成比

24,496

    17.0

92,388

64.3

26,675

18.6

21,347

15.2 

87,621

62.3

31,606

22.5

18,876

13.8

82,622

60.4

35,137

25.7

実績値：国勢調査

※年齢不詳は含まないため、各年の合計値はP14の総人口数とは異なる。

Ｈ7 Ｈ12

推計値：コーホート推計値

Ｈ17 Ｈ22 Ｈ27

（単位：人、％）

構成比
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構成比
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（65歳以上）
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■年齢3階層別人口の推計

16,842
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15,033
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40,576
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13,457
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■世帯数の推計

■就業人口の推計

八代地域
人口䠄 人䠅

世帯数䠄 世帯䠅

1世帯あたり人員䠄 人䠅

Ｈ7

143,712

 44,956

    3.20

Ｈ12

140,655

 46,056

   3.05

Ｈ17

136,886
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   2.91

Ｈ22

132,266
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   2.79

Ｈ27
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   2.61

Ｈ32

120,083

 49,315

   2.44

䠄 世帯数䠅
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䠄 年䠅
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第 次産業 第 次産業
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％

％
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14.5％
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22.0％
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51,820
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● 平成 7 年͔Β平成 22 年まͰͷ合併前後ͷ市町村ͷ世帯数ʢ国勢調査：各年ͷ 10

月 1 日時点ʣを実績値ͱしɺ世帯数ͷ回帰分析ʢ指数関数ʣにΑΓ推計値を算

出しɺそͷ推計値ͱ人口ͷ推計値ΑΓ 1 世帯当たΓ人員を算出しましたɻ

● 傾向ͱしͯɺ世帯数͕平成 17 年ͷ 46,983 世帯͔Β平成 32 年に 49,315 世

帯に૿加しɺ逆に 1 世帯当たΓ人員 2.91 人͔Β 2.44 人に減少しɺ核家族化

͕進行すΔͱ予測さΕますɻ

● 昭和 55 年͔Β平成 22 年まͰͷ産業別就業人口ʢ国勢調査：各年ͷ 10 月 1 日時

点ʣを実績値ͱしɺ産業別就業者数ͷ構成比及び全就業者数ͷ直線回帰にΑΓ推

計値を算出しましたɻ

● 就業者数減少傾向にあΓɺ平成 32 年ͷ全就業者数 51,820 人ͱ予測さΕま

すʢ平成 17 年͔Βͷ減少率：△ 19.8％ʣɻ

● 産業別ͷ構成比Ͱɺ第１次産業ɺ第 2 次産業減少ɺ第 3 次産業૿加ͷ傾向

͕推測さΕますɻ

■世帯数の推計

■就業人口の推計

八代地域
人口䠄 人䠅

世帯数䠄 世帯䠅

世帯あたり人員䠄 人䠅

Ｈ7

143,712

 44,956

    3.20

Ｈ12

140,655

 46,056

   3.05

Ｈ17

136,886

 46,983

   2.91

Ｈ22

132,266

47,458

   2.79

Ｈ27

126,328

 48,472

   2.61

Ｈ32

120,083

 49,315

   2.44

䠄 世帯数䠅

䠄 年䠅

䠄 年䠅

䠄 就業者数： 人䠅
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15.1％
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ɹ八代地域ɺ九州ͷ屋根ͰあΔ九州山地͔Β恵Έͷ源ͰあΔ八代海·Ͱͷ圏域Λ

持ちɺ多様Ͱ豊͔ͳ自然や恵·Εͨ地理的条件ͱɺͦΕΒʹ培わΕ͖ͯͨ歴史ɺ文

化͕あΓ·すɻ一方Ͱɺ八代地域内ͷ１市 2町 3村Ͱɺ͜Ε·ͰʹͦΕͧΕͷ·

ちͷ特性ʹ即しͨ個性豊͔ͳ·ちͮくΓ͕進ΊΒΕ͖ͯ·しͨɻ

ɹͦΕͧΕͷ·ち͕持ͬͯいΔ力Λ結集しɺ八代地域全体͕一ͭʹͳͬͯ発揮さΕ

Δʮ豊͔ͳ実Γʯͱʮ高い拠点性ʯʹΑͬͯɺ自立しͨʮくʹʯͷΑうͳ力強い自治

体ͱしͯ発展しͯいく͜ͱ͕可能Ͱすɻͦしͯɺͦ͜Ͱʮい͖い͖ͱ躍動すΔ地域

ͷ·ちͮくΓΛ担う人ʯ͕育ちɺ自Β住Ή地域ͷ環境Λ磨͖ɺʮ生͖͕いͱ誇ΓΛ持ͬ

ͯɺ安全Ͱ安心しͯ暮Βすʯ͜ͱ͕出来ΔΑうͳ·ちʹͳͬͯい͖·すɻ

ɹ山間地域ͷ集落͔Β八代平野ͷ市街地·ͰɺͦΕͧΕͷ魅力Λ十分ʹ発揮しɺͦ

ΕΛ全体Ͱ享受しあいɺさΒʹ世界ʹͭͳ͕Δ拠点性Λ持ͭ͜ͱɺ·さʹ一国

ͷ営Έʹ似ͨʮくʹͮくΓʯʹ他ͳΓ·せΜɻ

ɹ身近ͳ地域ͷ環境ͱ活力Λ大切ʹしɺ住民ͱ行政ͱͷ協働ʹΑΔ人権尊重やユニ

バーαルデβインͷ理念Λ生͔しͨ·ちͮくΓΛ着実ʹ進Ίͯいく͜ͱΛ基礎ͱしͯɺ

山ɺ川ɺ海ɺ野ͱいう多様ͳ自然や培わΕͨ豊͔ͳ歴史・文化ͱ調和しͨʮくʹͮくΓʯ

Λ目指しͯい͖·すɻ

ɹ新市ͮくΓͷ理念Ͱ示すʮくʹͮくΓʯ͕目指す新市ͷ将来像Λ以下ʹ示し·すɻ

ɹ新市ͷ固有性ɺʮ豊͔ͳ実Γʯͱʮ高い拠点性ʯͰすɻ

ɹ多様Ͱ豊͔ͳ風土新市ͷ誇ΓͰすɻͦΕΛ今一度再確認しɺͦ͜Ͱ築͖上͛ΒΕͨ

文化Λ磨͖上͛ɺ八代地域Ͱし͔得ΒΕͳい固有ͷ·ちͷ財産ͱしͯɺ新市住民Ͱ共有

しͯい͚Δ·ちʹしͯい͖·すɻ

ɹ·ͨɺ͜ͷ八代地域古く͔Β政治・文化・産業経済ͷ中心地ͱしͯ繁栄しɺ近年

交通ͷ要所ͱしͯͷ立地条件Λ活͔しͨ熊本県随一ͷ産業集積ʹΑΔ拠点都市ͱしͯͷ

発展Λ遂͖͛ͯ·しͨɻ昨今ͷ拠点ͱしͯͷ力ͷ相対的ͳ下ʹ対しͯɺ九州新幹線ͷ

開通や国際物流拠点港湾ͱしͯ八代港ͷ機能強化等ʹΑΓɺ今一度八代地域ͷ特徴ͱし

ͯͷ県南ɺさΒʹ南九州ͷ拠点都市ͱしͯͷ躍進Λ図ͬͯい͖·すɻ

第 4節 新市建設ͷ基本方針

ʮっ創生、 輝く新都八代ʯ
−豊͔ͳ資源Λ活͔しɺ個性͖ΒΊく交流拠点都市へ−

恵·Εͨ資源Λ活͔しͯɺ発展すΔ豊͔ͳ·ち
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ɹ以上ͷ 2ͭͷ固有性を高ΊΔ·ちͮくΓͱしͯɺ以下ͷ 2ͭͷくʹͮくΓを新市ͷ将

来像ͱしͯ掲͛·すɻ

ɹ八代地域ͷ山͔Β海·Ͱͷ多様ͳ自然ͷ恩恵ͱɺ先人ͷ英知ʹΑΓ築͖上͛ΒΕͨ農

林水産業ͷ技ʹΑΓ授͔Δ恵Έを受͚ͯɺ豊͔さを実感Ͱ͖Δ新市を目指し·すɻ

ɹ従来͔Βͷ産業ͷ集積ͱ広域交通ͷ拠点性を背景ʹɺ九州新幹線ͷ開通を大͖ͳ͖ͬ

͔͚ͱしͯさΒͳΔ拠点性ͷ充実を図Γɺ南九州ͷ活力を牽引すΔ新市を目指し·すɻ

ɹ新市ʹ͓͚Δ人ͱ暮Βしͷ基本ɺ最身近ͳ地域社会ʹあΓ·すɻ

ɹ人ͱしͯ誰͕尊重さΕɺ八代地域ͷͦΕͧΕͷ地域ͷ人ͱ暮Βし͕い͖い͖しͨ

ͷʹͳΔͨΊʹɺͦΕͧΕͷ地域Ͱͷ住民自治ʹΑΔ·ちͮくΓͱɺ新市全体Ͱͷ連

携ʹΑΔ高度Ͱ多様ͳ·ちͮくΓͷ推進ͷ両面Ͱͷ施策ͷ推進͕不可欠Ͱすɻ

ɹ新市ͷ中ͷͦΕͧΕͷ地域ͷ豊͔ͳ個性を伸しɺ͔ͭ地域同士ͷ連携ʹ刺激さΕͯ

人ͱ暮Βし͕い͖い͖ͱすΔ·ちͮくΓͱしͯɺ以下ͷ２ͭͷくʹͮくΓを新市ͷ将来

像ͱしͯ掲͛·すɻ

ɹ豊͔ͳ自然ͱ歴史・文化ʹ培わΕͨ知恵ɺͦしͯ拠点ͱしͯͷ多様ͳ交流ʹ支えΒΕ

ͯɺ͜ͷ·ちͰ力強く躍動しͯ生͖Δ人͕育ͭ新市を目指し·すɻ

ɹ安全Ͱ安心しͯ暮ΒせΔ身近ͳ環境をɺϢニバーαルσβΠンͷ考え方をͱʹɺ住

民͕主体ͱͳͬͯ磨͖ɺ活力͕あΓ個性豊͔ͳコミϡニςΟͰɺ互いʹ人権を尊重し合

いɺ誇Γを持ͬͯ暮Βす͜ͱ͕出来Δ新市を目指し·すɻ

ɹ新市ͷ将来像を実現しͯいく上Ͱɺ今ͷ地方自治体͕置͔ΕͯいΔ地方分権ͷ大͖ͳ

動͖を踏·えͨ·ちͮくΓͷ推進͕不可欠Ͱすɻ

ɹ今後ɺ地方自治体ͷ権限͕強化さΕΔͱ同時ʹɺ住民ͱ行政͕協働Ͱ自分ͨちͷ·ち

ͮくΓͷ方向性を決Ίɺͦͷ決定ʹ͓互い͕責任を持ͭ͜ͱ͕求ΊΒΕ·すɻさΒʹɺ

住民ͱ行政͕ͦΕͧΕʹ役割分担しͯɺ·ちͮくΓを推進しͯいく͜ͱ͕必要Ͱすɻ

人ͱ地域͕主役ͷ·ち

ʮ実
みの

ΓͷくʹʯͮくΓ

ʮ拠
よ

ΓͷくʹʯͮくΓ

ʮ躍
おど

ΓͷくʹʯͮくΓ

ʮ誇
ほこ

ΓͷくʹʯͮくΓ
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ʲ補完性ͷ原則ʹ基ͮく協治ʢガバφンεʣͷ推進ʳ
ɹ地域課題ͷ解決ʹ向けͯɺ共同Ͱ取Γ組Ή内容や解決ʹ必要ͳ役割分担ͳͲʹͭいͯ

合意Λ形成ͯ͠取Γ組ΜͰいく上Ͱɺʮ住民ʹ出来Δこͱ住民Ͱ行いɺ地域Ͱ出来

Δこͱ地域Ͱ行うɻͦΕͰ解決出来ͳいͷ行政͕担うʯͱいうʲ補完性ͷ原則ʳ

ͷ考え方͕重要ʹͳΓ·͢ɻ

ɹこͷΑうͳ認識ʹ立ͬͯɺ新市ʹ͓いͯ住民ͷ身近ͳ暮Β͠ͷ範囲ͰあΔɺ各

地域ʹ͓けΔ住民主体ͷ個性豊͔ͳ·ちͮくΓΛ進ΊΔ住民自治ͷ拡充Λ目指ͯ͠

い͖·͢ɻͦͯ͠ɺͦ ͷͨΊͷ住民自治組織ͷ位置ͮけɺ支えΔ行政体制や制度ͳͲɺ

分権型ͷ住民自治γεテϜΛ構築ͯ͠い͖·͢ɻ

ɹ新市ͷ人口ɺ平成 32 年ʹ 12 万人前後ʹ·Ͱ減少͢Δͱ推計͞Εͯい·͢ɻ

ʢ第 3 節ʣ

ɹ人口減少社会ʹ突入ͨ͠現代ʹ͓いͯɺ人口減少ʹ歯止ΊΛ͔けΔͨΊɺ広域

的拠点性Λ活͔ͨ͠企業誘致や若者定住施策ͳͲͷ活力あΔ地域社会ͮくΓʹΑ

Γɺ現状ʢ平成 25 年度末ʣͷ 13 万人ͷ維持Λ目指ͯ͠い͖·͢ɻ

補完性ͷ原則

協治ʢガバφンεʣ

※ 協治ʢガバφンεʣͱɺ自己責任Ͱ行動͢Δ個人͕多様ͳ組織ʹ参加ͯ͠ɺ新ͨͳ公Λ

創出͢Δͱいう考え方ɻ官主導ͷ統治ͱ対極ͷ概念ʢ2000 年ʮ21 世紀日本ͷ構想懇談会ʯ

ͷ報告書Ͱ登場ͨ͠訳語ʣ

住民ɹ・ɹ企業 → 地域 → 市 → 県 → 国



● 八代地域ͷ山͔Β海·Ͱͷ多様ͳ自然環境Λɺ水ͱͦΕΛ取Γ巻く様々ͳ自然環

境ͱͱΒえɺ流域意識Λ持ͬͯ家庭͔Β林·Ͱͷ幅広い自然環境保全・育成Λ

総合的ʹ進Ί·͢ɻ

● 各地域Ͱ特徴ͷあΔ自然環境ʢ干潟・干拓地・里山・棚

田・自然林等ʣ͕持ͭ価値Λ十分ʹ評価͠ɺͦͷ保全・

育成ʹ努Ί·͢ɻ

● ͦΕͧΕͷ地域ͷ自然資源ͷ保全・育成Λ通ͨ͡環境学習・環境保全活動Λɺ八

代地域全体Ͱͷ交流ͷネッτワーΫ化Λ進Ίɺ暮Β͠ʹ根ͨ͟͠環境保全活動Λ

広Ίͯい͖·͢ɻ

● 自然ͱͷ共生Λ目指ͯ͠ɺ総合的ͳ環境保全ͷ推進ͷͨΊͷ指針ͮくΓや事業計

画ɺ推進体制ͷ確立Λ進Ί·͢ɻ

● 廃棄物ͷ発生抑制Λ前提ʹɺ͞Βʹ環境負荷ͷ減ɺ資源ͷ有効利用ɺ環境汚

染物質ͷ排出抑制ͳͲͷ観点͔Βɺ再生可能ͳ資源物Ͱ͖Δ限Γ積極的ʹ利用

͢Δ社会へͷ転換ɺ͢ͳわちʮ資源循環型社会ʯͷ構築Λ推進͠·͢ɻ

● 地球規模ͷ環境問題ʹ対応͢ΔͨΊɺ資源ɺエネルΪーͷ節ͱ有効利用及び新

エネルΪーͷ利活用Λ積極的ʹ進Ί·͢ɻ

● 八代地域ͷ多様ͳ風土ͷ恵ΈͰあΔ農林水産物ʹΑΔ特産品ͮくΓΛ基ʹɺϒラ

ンυ化や観光ͱͷ連携ͳͲ多様ͳ活動展開ʹΑΔ活性化Λ進Ί·͢ɻ

● 生産者ͱ消費者͕͓互いͷ顔͕見えͯ信頼関係͕構築Ͱ͖Δ域内流通Λ推進͠ɺ

安全Ͱ安心ͳ食材ͷ提供Λ可能ͱ͢Δ生産流通体制ͷ整備Λ進Ίɺ新市ͷ農林水

産業ͷイϝーδアッϓΛ図ͬͯい͖·͢ɻ
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̍．多様Ͱ豊かͳ自然を守Γ育Ή

ʲ方針：̍２ ̍ʳ球磨川ͱ氷川ͦΕͧΕの流域全体Ͱ水の環境を守Γ育Ή

̎．自然ͱ共生すΔ暮Β͠の実現

ʲ方針：̎２1ʳ地域の自然資源を活かͨ͠八代地域全体Ͱの交流の推進

̏．豊かͳ実Γの享受

ʲ方針：̏２ ̍ʳ各地域の自然かΒ生Έ出͞ΕΔ特産品ʹΑΔ農林水産業の活性化の推進

ʲ方針：̏２ ̎ʳ安全Ͱ安心ͳ農林水産物づくΓͱ地産地消の推進

ʲ方針：̍２ ̎ʳ各地域の特徴あΔ自然環境を守Γ育Ή

ʲ方針：̎２ ̎ʳ自然ͱの共生ʹ根ͨ͟͠環境保全型社会の創造

ʲ方針：̎２ ̏ʳ地球ʹや͞͠く、人ʹや͞͠い新エネルギー対策の推進
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● 多様ͳ農林水産業ͷ取Γ組ΈΛ情報発信͠ɺ担い手や人材育成Λ積極的ʹ進Ί·

͢ɻ

● 八代地域ͷ豊͔ͳ風土Λ活͔ͨ͠足腰ͷ強い農業経営Λ目指͠ɺ組織ɺ生産基盤ɺ

技術ͷ総合的ͳ農業生産活動ͷ強化Λ図Γ·͢ɻ

● 林道整備等ͷ基盤整備や間伐等ͷ林整備Λ推進ͭͭ͠ɺ新市ʹ͓͚Δ地域材ͷ

活用や各種林資源͔Βͷ恵ΈΛ享受Ͱ͖Δ流通体制Λ整備͠ɺ総合的ͳ林業支

援Λ推進͠·͢ɻ

● 漁業経営ͷ安定Λ目指ͨ͠水産資源ͷ確保ͱ漁業基盤ͷ強化Λ推進͠ɺさΒʹ観

光ͱͷ連携ͳͲʹΑΔ多様ͳ活動Λ進Ί·͢ɻ

ʲ方針：̏- ̏ʳ将来ͷ農林水産業Λ担う人材ͷ育成・確保

ʲ方針：̏- ̐ʳ農業ͷ経営基盤ͷ強化ͱ生産基盤整備ͷ推進

ʲ方針：̏- ̑ʳ豊͔ͳ林資源Λ活͔͠ɺ安定ͨ͠林業経営ͷ推進

ʲ方針：̏- ̒ʳ豊͔ͳ八代海ͷ恵ΈΛ活͔͠ɺ安定ͨ͠漁業経営ͷ推進



● 広域交通網や͜Ε·Ͱͷ産業集積Λ活͔ͯ͠ɺアジア地域等ʹ開͚ͨ南九州ͷ物

流拠点ͷ形成Λ図Γ·͢ɻ

● 豊富ͳ工業用水や地域資源ͷ有効ͳ活用Λ図Γɺ厳͠い企業競争ʹ勝ͭͨΊʹ技

術力・生産性ͷ向上Λ目指͢企業振興Λ図Γ·͢ɻ·ͨɺ八代高専ͳͲͷ高等教

育機関ͱͷ産学連携ʹΑΔ新技術・新製品ͷ開発Λ支援͠·͢ɻ

● 企業誘致・地場産業ͷ振興等Λ促進͠ɺ新規学卒者や UI ターンͳͲͷ地元就職

希望者等ͷ安定的ͳ雇用ͷ場ͷ確保Λ図Γ·͢ɻ

● 新市ͷ顔ͱͯ͠ͷ八代中心市街地ͷ拠点機能強化Λ図Γɺ商業活性化ͱͱʹɺ

都心ͱͯ͠ͷ複合的ͳ魅力ͱ活力ͷあΔ拠点形成Λ推進͠·͢ɻ·ͨɺ日常生活

ͷ利便性ʹ配慮ͨ͠鏡町ͷ既存商店街Λ中心ʹ便利Ͱ特色あΔ商業拠点形成Λ推

進͠·͢ɻ

● 暮Β͠ʹ身近ͳ各地域ͷ商店街ʹ͓いͯɺ周辺大型店ͱͷ連携ʹΑΔ商業活性

化Λ図Δͱ共ʹɺͦΕͧΕͷ地域ͷ特性Λ活͔ͨ͠便利Ͱ魅力あΔ商店街ͮくΓ

Λ進Ί·͢ɻ

● 新八代駅Λ中心ͱͨ͠新ͨͳ広域交流拠点形成Λɺ八代中心市街地や県道八代港

線沿いͷ商業集積地ͱ連携・分担ͯ͠進Ί·͢ɻ

● 八代地域ͷ多様ͳ歴史・風土͕育ΜͰ͖ͨ魅力的ͳ

観光資源Λ磨͖上͛ɺͦΕΒΛ連携͢Δ͜ͱʹΑ

Γɺ四季Λ通ͯ͡楽͠ΊΔ観光ネットワークΛ構

築͠·͢ɻ

● 近年ͷ多様ͳ観光ニーズʹ応ͯ͡ɺ八代地域ͷ歴史・風土・自然Λ活͔͠ɺ各地

域ͷ生活や産業ͱͷ連携ʹΑΔ体験交流型観光ͷ振興Λ図Γ·͢ɻ
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̍．拠点ʹふさわしい工業

ʲ方針：̍２ ̍ʳ広域交通網を活かした南九州物流拠点の形成

̎．拠点ʹふさわしい商業

ʲ方針：̎２ ̍ʳ中心市街地の活性化

ʲ方針：̏２ ̍ʳ各地域の多様Ͱ豊かͳ観光資源を活かしɺ連携

した魅力あΔ観光の推進

ʲ方針：̏２ ̎ʳ各地域の自然や歴史・文化資源を活かした体験交流型観光の推進

ʲ方針：̍２ ̎ʳ新技術・生産技術向上ʹΑΔ工業の活性化

ʲ方針：̍２ ̏ʳ企業誘致・地場産業の振興等ʹΑΔ雇用の創出

ʲ方針：̎２ ̎ʳ魅力あΔ商店街ͮくΓの推進

̏．拠点の魅力を高ΊΔ観光



● 新市の発展を支えΔ広域交通ネットワークの充実を

図Γますɻ

● 新幹線開通ʢ新八代駅〜鹿児島中央駅間ʣを契機ʹɺ

さΒʹ今後の全線開業を見据えた新八代駅周辺整

備やアクセス道路の整備ɺ在来線ͱの連携を強化

すΔͱͱʹɺ鉄道ͱ連携した新市内の公共交通

ͱしͯのバスサービスの充実を図Γますɻ

● 高度情報化社会ʹ対応しɺ日常の暮Βしを支えΔ情報通信ネットワークの確立を

図Δͱ共ʹɺ新市の魅力を発信すΔ情報拠点の形成を図Γますɻ
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４．拠点を支える基盤

ʲ方針：４２ ̍ʳ広域交通ネットワークの充実

ʲ方針：４２ ̎ʳ情報通信基盤の充実と利活用の推進
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● 小ɺ中学校ͱ地域͕一体ͱͳͬͯɺͦΕͧΕの地域

ʹ͓けΔ特色あΔ教育環境を創造ͯ͠い͖·͢ɻ

● 特ʹ地域Ͱの様々ͳ体験活動や地域行事ͳͲの交流

を通ͯ͡地域の人達͕子Ͳ達の健全ͳ育成を支え

Δͱͱʹɺ子Ͳ達͕地域を誇Γʹ思えΔようͳ

地域の教育力を高Ίͯい͖·͢ɻ

● 新市全体Ͱの様々ͳ交流・体験の機会を創造͢ΔこͱʹよΓɺ幅広い視野ͱ豊͔

ͳ個性を持ͬͨ子Ͳ達の育成を図Γ·͢ɻ

● 高等教育機関の充実・誘致ʹよΓɺよΓ高い学術ɺ文化の向上ͱ人材の育成を図

Δͱͱʹɺ研究成果の地域還元を図Γ·͢ɻ

● 各地域の生涯学習施設を拠点ʹɺ各地域ʹ残Δ歴史や文化・高齢者の知恵を活͔

ͨ͠多様ͳ学習機会の創造を図Γ·͢ɻ

● 多様ͳ文化交流やεポーツ交流を通ͨ͡人ͮくΓを進ΊΔͱͱʹɺ高等教育機

関の充実ɺ誘致ʹよΓ高度ͳ学習機会を創出͠ɺ多様ͳ学習ニーζへの対応を図

Γ·͢ɻ

● 新市͕持ͭ多様ͳ魅力や拠点性を活͔͠ɺ国際社会の中Ͱ独自性を持ͬͨ地域の

文化を育Έɺ多彩ͳ国際交流や国際協力を通ͯ͠ɺ国際社会ʹ羽ばͨく人ͮくΓ

を進Ί·͢ɻ

● 各地域の·ちͮくΓ活動の推進を通ͯ͡ɺ地域への愛着ͱコミュニティͮくΓを

進Ίɺ地域を担う人材を育成͠·͢ɻ

● 各地域の多様ͳ·ちͮくΓ活動を担う人達の交流ʹよΓɺ広い視野ͱ新市ͱͯ͠

の一体感の醸成を図Γɺ新市全体の·ちͮくΓ活動の活性化ͱͦΕを支えΔ人材

ͮくΓを進Ί·͢ɻ

̍．次代を担う人ͮくΓ

ʲ方針：̍２ ̍ʳ学校ͱ地域͕一体ͱͳͬͨ子Ͳ達の育成

̎．生͖͕いを求ΊΔこͱͰの人ͮくΓ

ʲ方針：̎２ ̍ʳ身近ͳ地域の活動を通ͨ͡人ͮくΓの推進

ʲ方針：̏２ ̍ʳ地域ͮくΓͱ一体ͱͳͬͨ人ͮくΓの推進

ʲ方針：̏２ ̎ʳ各地域の多様ͳ·ちͮくΓ活動の広域交流ʹよΔ人ͮくΓの推進

ʲ方針：̎２ ̏ʳ新市の多様性ͱ拠点性を活͔ͨ͠国際化の推進

ʲ方針：̍２ ̎ʳ新市の多様性ͱ広域性を活͔ͨ͠子Ͳ達の育成

ʲ方針：̎２ ̎ʳ新市の多様性ͱ広域性を活͔ͨ͠人ͮくΓの推進

̏．·ちͮくΓの中Ͱの人ͮくΓ
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● 誰͕ɺͦ の人権を尊重さΕɺ社会のあΒゆΔ分野Ͱ平等ʹ活躍͠ɺ共ʹ支え合ͬ

ͯい͚Δ社会を目指͠·͢ɻ

● 少子化対策の総合的ͳ取Γ組Έͱͯ͠の次世代育成支援行動計画ʢ仮称ʣの策定

を基本ʹɺͦΕͧΕの地域Ͱ安心ͯ͠出産ɺ子育͕ͯͰ͖Δ環境ͱ各種支援の充

実を図Γ·͢ɻ

● 誰͕住Έ慣Εͨ地域Ͱ安心ͯ͠暮ΒせΔ·ちͮくΓを目指ͯ͠ɺ保健ɺ医療ɺ

福祉のあΒゆΔ面ʹ͓いͯɺ各地域ʹ͓͚Δ身近Ͱ͖Ί細͔いサービス体制ͱɺ

新市全体ʹ͓͚Δ質の高い高度ͳサービス体制を確保͠ɺ両者͕密接ʹ連携ͨ͠

サービス体系の確立を図Γ·͢ɻ

● 健康ͮくΓへの取Γ組Έを重視͠ɺ保健ɺ医療ͱ福祉ͱの連携ʹΑΔ予防的ͳ施

策を推進͠·͢ɻ

● 各地域の身近Ͱ多様ͳ自然資源を活͔ͨ͠生活環境ͮくΓを推進͠·͢ɻ

● 各地域の個性豊͔ͳ景観ͮくΓを推進͠·͢ɻ

● 水循環や自然生態系ʹ配慮ͨ͠家ͮくΓ͔Β宅地

の緑化ɺ公共施設の整備等の生活環境ͮくΓをɺ

環境影響ʹ配慮ͯ͠推進͢ΔͨΊʹɺ様々ͳ技

術や工夫を新市全体Ͱの取Γ組Έͱͯ͠広͛ͯ

い͖·͢ɻ

● 市街地や集落ɺ農地ɺ自然環境͕適切ʹ調和ͨ͠土地利用を推進͢Δͱͱʹɺ安

全・快適ͳ居住基盤条件の整備を各地域の状況ʹ応͖ͯ͡Ί細͔く推進͠·͢ɻ

● 各地域の特徴を活͔ͯ͠ɺ安全Ͱ安心ͯ͠快適ʹ暮ΒせΔɺ͔ͭ若者定住を促進

͢ΔͨΊの生活環境の整備を推進͠·͢ɻ

ʲ方針：̍２ ̍ʳ誰͕ͦの能力・個性を発揮͠ɺ͓互いʹ人権を尊重・協調͠合えΔ·ちͮ

ɹɹɹɹɹɹ  くΓの推進

ʲ方針：̎２ ̍ʳ各地域の特性を活͔ͯ͠人ͱ自然͕共生͢Δ生活環境ͮくΓの推進

ʲ方針：̎２ ̏ʳ誰͕安全Ͱ暮Β͠や͢い生活基盤ͮくΓの推進

ʲ方針：̎２ ̐ʳ誰͕安全Ͱ安心ͯ͠快適ʹ暮ΒせΔ生活環境ͮくΓの推進

ʲ方針：̍２ ̎ʳ安心ͯ͠子Ͳを産Έɺ育ͯΒΕΔ·ちͮくΓの推進

ʲ方針：̍２ ̏ʳ誰͕健康ʹい͖い͖ͱ暮ΒせΔ·ちͮくΓの推進

ʲ方針：̎２ ̎ʳ環境ʹやさ͠い·ちͮくΓの推進

̎．人ͱ自然ͱ共生ͨ͠暮Β͠や͢い生活環境の実現

̍．一人ひͱΓ͕互いの人権を尊重͠合いɺい͖い͖ͱ安心ͯ͠暮ΒせΔ
ɹɹ·ちͮくΓ
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● 農林漁業や自然環境ͱͷ調和を図Γͭͭɺ新市ͷ将来を見据えͨ適切ͳ市街地ͷ

誘導を図Γますɻ

● 各地域ͷ風土ʹΑΓ培わΕͨ歴史・文化を活͔͠ɺ市民͕自分ͷ住Ή地域ʹ誇Γ

を持ͬͯ暮ΒせΔ文化ͷ香Γ高いまちͮくΓを進Ίますɻ

● 各地域ͷ身近ͳまちͮくΓɺͦΕͧΕͷ地域ͷ独自性を活͔ͨ͠住民主体ɺ住

民ͷ自治ʹΑΔ推進を図Δこͱを基本ʹɺͦͷ推進を支えΔ体制や組織ɺ支援制

度ͷ充実を図ͬͯい͖ますɻ

● 各地域Ͱͷ住民自治ʹΑΔまちͮくΓͷ推進を背景ʹɺ新市全体ͰͷまちͮくΓ

を担う人達ͷ交流を促進͠ɺΑΓ活発ͳまちͮくΓ活動ͷ推進を図Γますɻ

● 各地域ʹ͓けΔ住民ͷ主体的ͳまちͮくΓへͷ対応や住民サービスͷ向上ͱ行政

ͷ事務効率化及び健全ͳ財政運営をΊͯ͟͠ɺ支所ͷ役割ͷ明確化ɺ定員適正化

計画ʹΑΔ計画的ͳ職員ͷ削減ɺ個人情報ͷ管理ʹ留意ͨ͠電子自治体ͷ構築ͷ

ͨΊͷシステム整備や体制ͷ充実ɺ事務事業ͷ整理合理化やコスト縮減ͳͲʹΑ

Δ歳出ͷ抑制及び財源ͷ安定確保を図Γますɻ

̏．住民主体ͷまちͮくΓ

ʲ方針：̏２ ̍ʳ各地域ͷ独自性を活͔ͨ͠住民主体ͷまちͮくΓͷ推進

ʲ方針：̏２ ̏ʳ行財政改革ͷ推進

ʲ方針：̎２ ５ʳ豊͔ͳ歴史・文化を活͔ͨ͠文化ͷ香Γ高いまちͮくΓͷ推進

ʲ方針：̏２ ̎ʳ各地域ͷ連携ʹΑΔ活発ͳ住民主体ͷまちͮくΓͷ推進



－27－



－29－



－31－



－33－
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ɹ新市建設ͷ基本方針を実現ͯ͠いくたΊͷ取Γ組Έͱͯ͠ɺ特ʹ重点的ʹ推進͢

Δこͱ͕重要ͳ事業・施策ʢ重点プロδェΫτʣを明確ʹ͢ΔこͱʹΑΓɺ効果的

Ͱ͔つ効率的ͳ行政運営ͷ方向性を明Β͔ʹͯ͠い͖·͢ɻ

ɹこͷ重点プロδェΫτɺ新市ͷ将来像実現ͷたΊͷ基本ͱͳΔ総合的ͳプロ

δェΫτͱͱʹɺ4 つͷ柱別ͷプロδェΫτͷ推進を目指͠·͢ɻ

九州新幹線開業を契機として、拠点都市八代を情報発信するための

均衡ある地域の発展と、活力に満ちた15万都市の形成のための



● 九州新幹線ͷ部分開業を契機ͱͯ͠ɺ全線開業へ向けͯ新市ͷ持つ個性ͱ魅力を

情報発信͠ɺ単ͳΔ通過都市Ͱͳく拠点都市ͱͯ͠人を惹͖つけɺ新たͳ集積

を誘導ͯ͠いく総合的ͳプロϞーγョン施策を推進ͯ͠い͖·͢ɻ

● 八代地域ͷ文化や産業活動を体験͠ɺ実際ʹ新市住民ͱͷ交流を行うツーϦズム

プロάϥムͷ提供を͡Ίɺ各種ͷ新規イベンτͷ実施や特産品ͷ総合的ͳσβ

インɺγンボϧキϟϥΫター開発等を推進ͯ͠い͖·͢ɻ

● ·たɺそͷΑうͳ活動ͷ象徴ͱͯ͠新八代駅周辺地域ʹ͓けΔ機能集積ͷ都市空

間σβインを進Ίͯい͖·͢ɻ
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総合プロジェクト

４つの柱別プロジェクトʲ豊͔ͳ資源Λ活͔͠ɺ個性͖ΒΊく交流拠点都市へʳ

九州新幹線開業Λ契機ͱͯ͠ɺ拠点都市八代Λ情報発信͢ΔͨΊͷ

総合プロジェクト

４つの柱別プロジェクト

◆平成 15 年度八代地域市町村合併絵画習字作文コンクール

ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹ絵画部門最優秀賞ɹ鏡小学校ɹ青濱広樹さΜɹ作



● 創生八代ͷくʹͮくΓͷ基本ɺ多様性ͷあΔͦΕͧΕͷ地域ʢ6 市町村Λ基本

ͱ͢Δ地域ʣͷ均衡あΔ発展ʹあΓま͢ɻ

● 秩序あΔ市街地ͷ形成Λ図Δͱͱʹɺ従来ɺ過疎地域や辺地ͱͯͦ͠ͷ対策͕

進ΊΒΕͯいͨ地域ʹあっͯɺ新市ͱͯ͠同様ʹ過疎地域・辺地ͱͯ͠ͷ位

置͚ͮʹ配慮ͨ͠事業・施策Λ推進͠ɺ新市全体ͷ中Ͱ総合的ͳ対策Λ進Ίͯい

͖ま͢ɻ

● ͱΓわ͚ɺ各地域Ͱͷ若者定住ͷ促進͕重要課題ͰあΓɺͦͷͨΊͷ雇用対策や

住宅・住環境整備ɺさΒʹ子育ͯ支援や医療等ͷ各種サービεͷ充実Λ図っͯい

͖ま͢ɻ

● 雇用対策ʹあっͯɺͦΕͧΕͷ地域特性ʹ応ͨ͡地場産業ɺ新規成長分野産業

ͷ振興Λ͡Ίɺ新ͨͳ雇用ͷ場ͱͯ͠ͷ企業誘致ͷ促進Λ図っͯい͖ま͢ɻま

ͨɺ今後地域密着型ͷコミュニティビδネεや NPO 組織Λ新͠い形ͷ雇用形

態ͱͯ͠ɺͦͷ立ち上͛Λ支援ͯ͠い͖ま͢ɻ

● さΒʹɺ新市全体ͱͯ͠ͷ地域経済ͷ活性化Λ進ΊͯいくͨΊͷ貿易ͷ振興Λ図

Γɺ国際化ʹ対応ͯ͠い͖ま͢ɻ

● まͨɺ住宅・住環境整備ʹあっͯɺ各地域ͷ地理的条件ʹ十分ʹ配慮ͨ͠施策

Λ推進͠ɺ土地利用ͷ૿進Λ図Δͱͱʹɺ新市ͱͯ͠ͷ各種拠点・施設利用ͷ

利便性ʹ配慮ͨ͠道路・交通機能ͷ充実Λ推進ͯ͠い͖ま͢ɻ
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均衡ある地域の発展と、活力に満ちた 15万都市の形成のための

総合プロジェクト

４つの柱別プロジェクト



—38—

第 

4 

節　

新
市
建
設
の
基
本
方
針

総合プロジェクト

４つの柱別プロジェクト

● 自然環境保全ͷ基本ͱͳΔ球磨川・氷川ͷ水循環ͷ回復を図ΔͨΊɺ流域単位

Ͱͷ山͔Β海·Ͱͷ多様ͳ自然環境保全・育成活動を官民協働Ͱハーυ・ソϑτ

両面ʹわͨΔ総合的ͳ取Γ組Έを進Ί·すɻ

● 保全・育成活動ʹ͓いͯɺ流域連携ʹΑΔ活動ͷ活性化ͱͱʹɺ流域各地域

Ͱͷ特徴あΔ自然環境ͷ保全・育成をͦΕͧΕͷ地域ͷ独自ͳ活動ͱしͯ推進し

·すɻ

● 自然ͱ共生すΔ暮Βしを目指しͯɺ資源循環型社会ͷ構築を図Γ·すɻ

● 新市ͷ各地域ʹ͓けΔ多様ͳ農林水産物ͷ価値を評価しɺさΒʹ質ͷ高いͷʹ

しͯいくͱ同時ʹɺͦΕΒͷ農林水産物を素材ͱすΔ食文化や住文化ͳͲͷ暮Β

しͷ文化ʢ実Γͷ文化ʣͷ再発見ͱ新ͨͳ創造を進Ί·すɻ

● 実Γͷ文化ͷ情報発信を進ΊΔこͱͰɺ特産品ͷ開発・ϒランυ化を促進させΔ

ͱͱʹɺ新市ʹ͓けΔ地産地消ͷ推進を図Γ·すɻ

1．八代ͷ自然を守Γ共生しͯいくͨΊͷ

ɹɹʮ総合的循環型社会構築ϓロジェクτʯ

2．八代ͷ四季ͷ豊͔ͳ実Γを享受すΔͨΊͷ

ɹɹʮ八代実Γͷ文化創造ϓロジェクτʯ
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● 国際物流拠点港湾ͱしͯの八代港ͱ高速広域交通網を活かした新たͳ産業立地を

促進しますɻ

● 集積すΔ人・情報ͱ産業ͱの連携を図Γɺ県南拠点都市ʹふさわしい広域交流拠

点を目指しͯɺ産業活性化機能の形成を図Γますɻ

● 都市発展軸ͱͳΔ国道 3 号を始めɺ地域間交流を支援すΔ幹線道路網の整備を促

進しますɻ

● 都市活動を支援すΔためɺ南部幹線ͳͲ都市計画道路の整備を促進しますɻ

● 観光発展軸強化及び地域連携のための国道 219 号・443 号・445 号及び県道を

骨格ͱすΔ道路網の強化を推進しますɻ

3．拠点都市ʹふさわしい産業集積を誘導すΔための

ɹɹʮ新八代駅・八代 IC 周辺流通拠点形成プロジェクトʯ

4．新たͳ都市構造ͱ各地域の連携を支えΔための

ɹɹʮ拠ΓのくʹͮくΓ道路ネットワーク形成プロジェクトʯ
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● 各地域の様々ͳ人達ͱの交流や体験を通ͯ͡ɺͦΕͧΕの地域Ͱ生͖ͯいく知恵

や技術ɺ作法を学べΔΑうʹɺ地域の教育力を高Ίͯい͖ま͢ɻ

● このΑうͳ活動を各地域Ͱ工夫͠ɺͦΕΒの情報交換・交流ʹΑΓ相互ʹ教育力

を高Ίͯいくͱͱʹɺ地域間連携ʹΑΔ多様ͳ交流・体験機会を作Γ出ͯ͠い

͖ま͢ɻ

● 一人一現役運動ͱͯ͠ɺ生涯を通ͯ͡現役ͰいΒΕΔΑうͳ活動を各地域の独自

性や新市Ͱの多様性の中͔Β見ͭけ出͢運動を展開͠ま͢ɻ

● 生涯現役Ͱ活躍͢Δ人を活͔ͯ͠ɺ各地域の中Ͱの指導や伝承の役割を担ͬͯい

けΔΑうʹ͠ま͢ɻ

5．新市の将来を担う子Ͳ達を育ͯΔͨΊの

ɹɹʮ地域教育力強化プロジェクトʯ

6．い͖͕いを持ͬͯ活躍͢Δ人ͮくΓのͨΊの

ɹɹʮ生涯現役八代人育成プロジェクトʯ
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● 八代地域行動計画ʹΑΔ人権教育・啓発の充実ͱ人権意識の向上を図Γ·すɻ

● 誰͕住Έ慣Εͨ地域Ͱ暮Βし続けΒΕΔΑうͳɺ地域ʹ密着しͨ保健・医療・

福祉の充実を進ΊΔͱͱʹɺ新市全体Ͱの高度Ͱ質の高いサービεを受けΔこ

ͱ͕Ͱ͖Δネットワークを確立し·すɻ

● 特ʹɺ地域Ͱの身近ͳ保健・医療・福祉サービεʹ͓けΔ地域ボランテΟΞや

NPO の役割を十分ʹ発揮Ͱ͖ΔΑうͳ環境ͮくΓを進Ί·すɻ

●  各地域の住民͕ɺ自Βの地域を自Βの手Ͱ何ͱ͔しΑうͱいう住民自治の機運を

高Ίɺ意識を持ͬͯ取Γ組Ήこͱ͕Ͱ͖ΔΑうͳ体制ͮくΓを図Γ·すɻ

● 特ʹɺ各地域ʹ対応しͨ支所ʹ͓けΔ住民自治推進を支援すΔ機能を強化しɺこ

Ε·Ͱの活動ͱ整合させͭͭ活動を発展させͯい͖·すɻ

● ·ͨɺ新市の中Ͱの各地域の様々ͳ住民自治ʹΑΔ·ちͮくΓの情報を収集・発

信しɺ住民同士の交流を図Δ住民自治のセンター的ͳ機能の確立を図Γ·すɻ

8．ͦΕͧΕの地域Ͱ誇Γを持ͬͯ暮Βし続けΒΕΔͨΊの

ɹɹʮ誇Γの地域ͮくΓ住民自治推進プロδェクトʯ

7．ͦΕͧΕの地域Ͱ安心しͯ暮Βし続けΒΕΔͨΊの

ɹɹʮ人権教育啓発ɺ地域安心生活ͮくΓ

ɹɹɹɹɹɹɹɹ保健・医療・福祉充実プロδェクトʯ
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● 新市ͷ土地利用及び市街地・集落ͷ分布を見Δͱɺ市街地及び干拓を中心ͱ͢Δ

田園地域Ͱ構成さΕΔ平野部ͱ上流域ͷ農林業を中心ͱ͢Δ中山間地域ɺ及び平

坦部ͱ中山間地域ͷ中間的ͳ領域Ͱͷ麓沿いͷ集落を含Ή里山地域ʹΑΓ構成さ

Εͯいま͢ɻ

● こΕΒ 3 ͭͷ地域ɺ大͖く球磨川流域ͱ氷川流域Ͱ結Εɺ上流͔Β下流ʢ海

浜環境を含ΉʣまͰ͕一体ͱͳͬͯ水循環を中心ͱ͢Δ自然生態系ͷ保全・育成

ʹ配慮͠た総合的ͳ土地利用対策ʹ努Ίま͢ɻ

● 平野部ʹあͬͯɺ新幹線開通ͷ波及効果を適切ʹ受け止Ίͭͭɺ既存ͷ市街地

周辺ʹ広͕Δ市街化ͷ適切ͳ誘導ͱ田園地帯ͷ保全ͱͷ均衡あΔ土地利用対策ʹ

努Ίま͢ɻ

● 里山地域ʹあͬͯɺ平野部͔Βͷ景観及び防災ɺ生態系ͷ維持等ͷ観点͔Β里

山地域ͷ保全・活用を推進͢Δͱͱʹɺ集落ͷ保全ͱ開発ͷ均衡あΔ土地利用

対策ʹ努Ίま͢ɻ

● 中山間地域ʹあͬͯɺ自然環境ͱͷ調和を図Γɺ集落環境ͷ保全ͱ農林業環境

ͷ向上及び観光開発等ͷ開発ͱͷ均衡あΔ土地利用対策ʹ努Ίま͢ɻ

● 新市ͷ一体的ͳ都市発展を目指ͯ͠ɺ各地域ͷ社会ɺ経済ɺ文化的ͳ蓄積ͱ特性

を活͔͠ɺ͔ͭ広域高速交通網ͷ充実ʹΑΔ波及効果を適切ʹ受け止ΊΔɺ南九

州ͷ拠点都市ʹ;さわ͠い都市構造ͷ創造ʹ努Ίま͢ɻ

● 目指͢べ͖都市構造ͱͯ͠ɺ工業・流通・業務ʢ金融サービス等ʣ等ͷ産業拠

点を͡Ίɺ商業・観光ͷ各拠点ͱそΕを結Ϳ軸ͱいう概念を導入͠ɺ各拠点ͷ

方向性ʹ即͠た機能強化ͱɺ軸沿いͰͷ一定幅を持ͬた機能強化ʹΑΓɺ新市ͷ

均衡あΔ発展ͱ各地域ͷ連携・交流を促進͠ま͢ɻ



－43 －
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● 前項ͷ将来都市像Ͱ示す土地利用͓Αび都市構造を踏まえͯɺ今回地域別ͷワー

キンά会議ʹΑΓ検討を行͖ͬͯた 6 市町村ͷ 11 地域別ͷ新市ʹ͓けΔ位置ͮ

けͱ整備ͷ方向性を以下ʹ示しますɻ

● 八代市ͷ中心部ʹ位置しɺ代陽・八代・松高ͷ 3 ͭͷ小学校区Ͱ構成さΕͯいま

すɻ八代城下町時代͔Βͷ中心部Ͱɺ市役所・郵便局・銀行・本町商店街や図書

館ɺ博物館ͳͲͷ公共施設͕集中すΔ市街地地域Ͱすɻ

● 市街地ͷ北西部道路͕碁盤目状ʹ整備さΕɺ中央部を南北ʹ走Δ幹線道路ʹΑ

Γ東西ʹ分͔Εɺ東側住宅地ɺ西側田園地帯͕広͕ͬͯいますɻ

● 将来的ʹ本地域新市ͷ中心部ͱしͯͷ位置ͮけʹあΓɺ新市ͷ顔ͱしͯͷ商

業拠点ɺ歴史・文化拠点ɺさΒʹ八代港を中心ͱすΔ産業拠点ͷ形成を進Ίͯい

͖ますɻ

● 八代市ͷ東部ʹ位置しɺ太田郷・龍峯・宮地・宮地東ͷ 4 ͭͷ小学校区Ͱ構成さ

Εͯいますɻ地域内ʹ国道 3 号ɺ九州縦貫自動車道八代インλーɺ県道八代

港線 ( 臨港線 )ɺJR 八代駅͕あΓɺ古く͔Β交通ͷ要衝ͷ地ͱしͯ栄え͖ͯましたɻ

● 古群や妙見宮ͳͲͷ多くͷ遺跡ͱ文化財͕残Δͳ͔ɺ九州新幹線建設ʹΑͬͯ

新たͳ市街地ͷ形成ͱ都市景観を現し始ΊͯいΔ地域ͰあΓますɻ

● 将来的ʹ九州新幹線新八代駅及び八代インλー周辺ʹ͓けΔ流通拠点形成ʹΑ

Γɺ新たͳ新市ͷ都市構造形成ͷ要ͱしͯͷ位置ͮけʹあΔͱͱʹɺ地域東部

ͷ平野部ͱ丘陵部ͷ境を走Δ薩摩街道沿いͷ歴史資源ͷ保全ͱ里山環境κーンʹ

͓けΔ斜面緑地景観ͷ保全を進Ίͯい͖ますɻ

● さΒʹɺ龍峯山を中心ͱすΔ自然環境拠点ͷ保全・育成を進Ίͯい͖ますɻ

● 八代市中心部ͷ南側ʹ位置しɺ植柳・麦島・高田・金剛ͷ 4 ͭͷ小学校区Ͱ構成

さΕͯいますɻ東坂本村ͷ山間部ʹ接しɺ西八代海ʹ面すΔ田園地帯を中心

ͱすΔ地域ͰあΔͱͱʹɺ八代工業高等専門学校や指定文化財ͰあΔ麦島城跡

を有すΔ文化的ͳ雰囲気を持ͭ地域ͰあΓますɻ

● 現在建設中ͷ南部幹線ʹΑΓɺ南九州西回Γ自動車道や九州縦貫自動車道へͷア

Ϋセス͕良くͳΓɺ広域交通ͷ利便性͕向上しますɻ

１．代陽・八代・松高地域ʢ八代第一中学校区ʣ

ɹɹ̡ 地域ͷ特徴ͱこΕまͰͷまちͮくΓʳ

2．太田郷・龍峯・宮地・宮地東地域ʢ八代第二・八中学校区ʣ

ɹɹ̡ 地域ͷ特徴ͱこΕまͰͷまちͮくΓʳ

3．植柳・麦島・高田・金剛地域ʢ八代第三・五・六中学校区ʣ

ɹɹ̡ 地域ͷ特徴ͱこΕまͰͷまちͮくΓʳ

ɹɹ̡ 新市Ͱͷ地域ͷ位置ͮけͱ整備ͷ方向性ʳ

ɹɹ̡ 新市Ͱͷ地域ͷ位置ͮけͱ整備ͷ方向性ʳ
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● 将来的ʹ八代南部ͷ市街地ͱͯ͠ͷ発展ͱͱʹɺ中心部ͱ日奈久観光拠点ͱ

Λ結ぶ観光発展軸ͷ形成Λ進Ίͯい͖ま͢ɻ

● またɺ農業ゾーンͱͯ͠ͷ保全Λ͡Ίɺ球磨川河口及び海浜ͷ干潟等ͷ自然環

境ͷ保全・育成ɺ里山環境ゾーンʹ͓けΔ斜面緑地景観ͷ保全Λ進Ίͯい͖ま͢ɻ

● 八代市ͷ北西部ʹ位置͠ɺ八代海ʹ面͢Δ八千把・郡築・昭和ͷ３ͭͷ小学校区

Ͱ構成さΕͯいま͢ɻ地区ͷ大半中世͔Β近代ʹ͔けͯ築造さΕた干拓新地Ͱ

あΓɺ米・い草ͷほ͔ɺハウス栽培ͳͲ八代市ͷ農業ͷ根幹Λͳ͢地域Ͱ͢ɻ

● 将来的ʹ地区東部ɺ南部Λ通Δ県道八代港線沿いͰͷ都市発展軸ͱͯ͠ͷ市街

地形成・機能配置Λ受け止ΊΔͱͱʹɺ地区ͷ大半従来ͷ位置ͮけͰあΔ農

業Λ支えΔ地域ͱͯ͠そͷ保全ͱ振興Λ進Ίͯい͖ま͢ɻ

● 日奈久校区ɺ県下Ͱ最古い歴史Λ持ͭ温泉街Λ有͓ͯ͠Γɺ温泉地ͱͯ͠ͷ

特性Λ活͔͠た魅力あΔ観光地ͱͯ͠ͷ整備͕進ΊΒΕͯいま͢ɻ

● 二見校区ɺ八代市最南部ʹ位置͢Δ二見川・下大野川沿いͷ盆地͕中心ͷ地域

ͰあΓɺ果樹ͷ栽培ͳͲ͕盛ΜͰ͢ɻ

● 将来的ʹ日奈久校区ʹあͬͯɺ温泉ͱ海浜環境Λ資源ͱ͢Δ観光拠点ͱͯ͠ͷ

位置ͮけͱそͷ発展Λ図Δͱͱʹɺ里山環境ゾーンʹ͓けΔ斜面緑地景観ͷ保

全Λ進Ίͯい͖ま͢ɻ

● 二見校区ʹあͬͯɺ中山間地域ͷ農業振興ͱͱʹ二見自然ͷΛ中心ͱ͢Δ

自然環境ͷ保全ͱɺそΕΛ活用͠た観光振興Λ日奈久観光拠点ͱͷ連携ͷͱʹ

進Ίͯい͖ま͢ɻ

● 地域ͷ中央Λ日本三大急流ͷ一ͭʮ球磨川ʯ͕貫流͢Δ山村地域Ͱ͢ɻ山ʢ八竜

天文台等ʣͱ川ʢ荒瀬ダムボートハウス等ʣそͯ͠温泉ʢクレオン・憩いͷ家ʣ

ͳͲ自然環境ͱ地域資源Λ活͔͠ɺ拠点ʢさ͔ͱ館ɺ道ͷ駅ʮ坂本ʯʣΛ中心

ʹ地域間交流͕進ΊΒΕͯいま͢ɻまたɺ福祉ͷ充実ʹΑΔʮ安心ͯ͠暮ΒせΔ

坂本村ʯͮくΓ͕進ΊΒΕͯいま͢ɻ

4．八千把・郡築・昭和地域ʢ八代第四・七中学校区ʣ

ɹɹ̡ 地域ͷ特徴ͱこΕまͰͷまちͮくΓʳ

5．日奈久・二見地域ʢ日奈久・二見中学校区ʣ

ɹɹ̡ 地域ͷ特徴ͱこΕまͰͷまちͮくΓʳ

6．坂本地域ʢ坂本中学校区ʣ

ɹɹ̡ 地域ͷ特徴ͱこΕまͰͷまちͮくΓʳ

ɹɹ̡ 新市Ͱͷ地域ͷ位置ͮけͱ整備ͷ方向性ʳ

ɹɹ̡ 新市Ͱͷ地域ͷ位置ͮけͱ整備ͷ方向性ʳ

ɹɹ̡ 新市Ͱͷ地域ͷ位置ͮけͱ整備ͷ方向性ʳ
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● 将来的ʹ八代中心部や日奈久観光拠点ͱ連携しͯɺさ͔ͱ館ɺ道ͷ駅ʮ坂本ʯ

及ͼ周辺資源ͱ一体ͱͳͬた観光拠点を充実させɺ地域内ͷ特産品や文化ͳͲͷ

情報発信ʹΑΔ地域振興を進Ίͯい͖·すɻ

● 荒瀬μム撤去を契機ʹʮ清流球磨川ʯを取Γ戻す͘ɺ更ͳΔ環境対策ʹ努Ίɺ

各種地域振興策を進Ίͯい͖·すɻ

● 八代平野ͷ΄΅中央ʹ位置しɺ干拓地ʹ広͕Δ平坦ͳ農地ʹɺ地域ͷ経済を支

えΔい草͕栽培さΕɺʮΈͲΓ輝͘ɺ心豊͔Ͱ安心しͯ暮ΒせΔ千丁ʯを目標ʹ

産業ͷ振興・快適ͳ環境ͷ整備・福祉対策ʹ·ちͮ͘Γ͕進ΊΒΕͯい·すɻ

● 将来的ʹɺ県道八代鏡宇土線沿線及ͼ支所ʢ役場ʣ・小学校・中学校周辺地域

ʹ住宅や店舗等を集積しɺ市街化や機能配置ͷ充実を図Γ·すɻ·たɺ東西・南

北幹線道路ͷ整備ʹΑΓɺ新幹線新駅及ͼ高速道路インλーνェンδͷアクセ

ε͕便利ʹͳΔたΊɺ沿線地域ʹͭいͯ予想さΕΔ工業団地ͷ形成及ͼ市街化

ͷ対応を進Ίͯい͖·すɻ

● そͷ他ͷ地域ʹͭいͯɺ住宅ͷ集積ʹΑΔ市街化͕予想さΕΔ地域͕あΓ·す

͕ɺこΕ·Ͱͷ位置͚ͮͲ͓Γ農業を支えΔ地域ͱしͯそͷ保全ͱ振興を進Ίͯ

い͖·すɻ

● 地域ͷ大半を干拓地Ͱ占Ίɺ七百町干拓を代表ʹ干拓ͷ歴史深い地域Ͱすɻ先人

͔Β受͚継͙熱意や希望を伝統・文化ͱしͯ継承しɺ行政・地域・家庭一体化を

基本ʹɺ教育ͷ推進・産業ͷ振興・環境ͷ整備ͳͲͷɺͻͱͮ͘Γɺ·ちͮ͘Γ

͕展開さΕͯい·すɻ

● 将来的ʹɺ新市北部ͷ商業拠点ͱしͯ既存商店街を中心ʹɺ副都心的ͳ商業・

業務機能ͷ集積を進Ίͯい͖·すɻ

● ·たɺ均衡あΔ都市発展ͷ一翼を担う都市発展軸ͷ形成を進Ίͯい͖·すɻ

● 一方ͰこΕ·Ͱͷ干拓ͷ歴史を踏·えた農業を支えΔ地域ͱしͯそͷ保全ͱ振興

を進Ίͯい͖·すɻ

7．千丁地域ʢ千丁中学校区ʣ

ɹɹ̡ 地域ͷ特徴ͱこΕ·Ͱͷ·ちͮ͘Γʳ

8．鏡地域ʢ鏡中学校区ʣ

ɹɹ̡ 地域ͷ特徴ͱこΕ·Ͱͷ·ちͮ͘Γʳ

ɹɹ̡ 新市Ͱͷ地域ͷ位置͚ͮͱ整備ͷ方向性ʳ

ɹɹ̡ 新市Ͱͷ地域ͷ位置͚ͮͱ整備ͷ方向性ʳ

ɹɹ̡ 新市Ͱͷ地域ͷ位置͚ͮͱ整備ͷ方向性ʳ
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● 豊͔ͳ自然ͱ特有ͷ文化歴史資源を活͔͠ɺʮ͠ΐう͕ͱ種山石工ͷ里ʯͮくΓを

掲͛ɺ八代地域ͷ癒͠ͷ里ͱͯ͠景観整備ͱ交流拠点ͮくΓ͕進ΊΒΕͯい·͢ɻ

● 将来的ʹɺ地域ͷ独自性を活͔͢交流センターや石匠館を中心ͱ͢Δ観光拠点

機能ͷ充実を図Γɺ泉地域ͱ連携͢Δ観光軸上ͷ拠点ͱͯ͠観光振興ͱ交流促進

を進Ίͯい͖·͢ɻ

● 地域全体ͷ環境ͱͯ͠ɺ中山間地域ͱͯ͠ͷ棚田保全や林保全ͳͲɺͦΕͧ

Εͷ自然環境や農業環境ͷ保全・育成を進Ίͯい͖·͢ɻ

● 清流氷川ͷ上流ʹあΓɺ泉村ͷ産業・経済ͷ中心地域Ͱ͢ɻ

● 本地域ͷ農林業ͷ要ͰあΔ͓茶ͷ生産ɺ全国Ͱ有名Ͱɺ傾斜を利用ͨ͠段々

畑͕Έ͝ͱͰ͢ɻ五家荘観光へͷ中継基地ͱͯ͠整備ͨ͠ʮふΕあいセンターい

ͣΈʯɺ多くͷ来村者を受͚入Εͯい·͢ɻ·ͨɺ過疎化対策ͱͯ͠ʮグリー

ンタウン平ʯͷ宅地分譲を行ͬͯい·͢ɻ

● 将来的ʹɺ五家荘地域ͱ連携͢Δ観光発展軸形成を担いɺ拠点ʢふΕあいセン

ターいͣΈʣ機能ͷ強化ʹΑΔ観光振興ͱ交流促進を進Ίͯい͖·͢ɻ

● 地域全体ͷ環境ͱͯ͠ɺ中山間地域ͱͯ͠ͷ棚田保全や林保全ͳͲɺͦΕͧ

Εͷ自然環境や農業環境ͷ保全・育成を進Ίͯい͖·͢ɻ

● 九州最後ͷ秘境ͱ呼Εɺ平家落人伝説を今秘ΊΔ五家荘地域ɺ久連子・椎原・

仁田尾・葉木・樅木ͷ 5 ͭͷ集落ʹΑΓ構成͞Εͯい·͢ɻ

● 九州中央山地国定公園ʹ指定͞ΕΔ山々ɺ秋ͷ紅葉を͡Ίɺ四季折々ʹ見事

ͳ自然美͕楽͠Ί·͢ɻ͞Βʹɺ球磨川流域ͷ川辺川ͷ源流Ͱɺ林業͕活発ͳ地

域Ͱ͢ɻ一帯観光施設͕点在͠ɺ文化的価値͕高いͱ͜ΖͰあΓ·͢ɻ

● 将来的ʹɺ本地域全体を観光拠点ͱͯ͠位置͚ͮɺ観光振興ͱ交流促進を進Ί

ͯい͖·͢ɻͦͯ͠ɺͦͷ観光を支えΔ自然環境を保全・育成ͯ͠いくͨΊͷ農

林業ͷ振興を進Ίͯい͖·͢ɻ

9．東陽地域ʢ東陽中学校区ʣ

ɹɹ̡ 地域ͷ特徴ͱ͜Ε·Ͱͷ·ちͮくΓʳ

1̌．下岳・柿迫・栗木地域ʢ泉ʣ

ɹɹ̡ 地域ͷ特徴ͱ͜Ε·Ͱͷ·ちͮくΓʳ

1̍．五家荘地域ʢ泉ʣ

ɹɹ̡ 地域ͷ特徴ͱ͜Ε·Ͱͷ·ちͮくΓʳ

ɹɹ̡ 新市Ͱͷ地域ͷ位置͚ͮͱ整備ͷ方向性ʳ

ɹɹ̡ 新市Ͱͷ地域ͷ位置͚ͮͱ整備ͷ方向性ʳ

ɹɹ̡ 新市Ͱͷ地域ͷ位置͚ͮͱ整備ͷ方向性ʳ



め51め

第 

4 

節　

新
市
建
設
の
基
本
方
針

拠点的な自然

資源

ゾーニング

水系

干潟 ○ ○ ○ ○

八代市

八代港

五家荘地域

日奈久地区

ふれあいセ

ンター

道の駅「坂

本」周辺

交流セン

ター、石匠

館周辺

新八代駅・

八代IC周辺

鏡町

球磨川 ○ ○ ○ ○

氷川 ○ ○ ○

川辺川

市街地ゾーン ○

○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○

○

○

○

○

○ ○

○ ○

○ ○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○○
低地の農業

ゾーン

里山環境ゾー

ン

中山間地域の

農林業ゾーン

産業拠点

商業拠点

観光拠点

都市発展軸

観光発展軸

海浜環境保全

活用軸

おれんじ鉄道

及び肥薩線

九州縦貫自動

車道南九州西

回り自動車道

土地利用

表　地域別整備の方針

都市構造

代
陽
・
八
代
・
松
高
地
域

　
（
八
代
第
一
中
学
校
区
）

太
田
郷
・
龍
峯
・
宮
地
・
宮
地
東
地
域

　
（
八
代
第
二
・
八
中
学
校
区
）

植
柳
・
麦
島
・
高
田
・
金
剛
地
域

　
（
八
代
第
三
・
五
・
六
中
学
校
区
）

八
千
把
・
郡
築
・
昭
和
地
域

　
（
八
代
第
四
・
七
中
学
校
区
）

日
奈
久
・
二
見
地
域

　
（
日
奈
久
・
二
見
中
学
校
区
）

坂
本
地
域
（
坂
本
中
学
校
区
）

千
丁
地
域
（
千
丁
中
学
校
区
）

鏡
地
域
（
鏡
中
学
校
区
）

東
陽
地
域
（
東
陽
中
学
校
区
）

下
岳
・
柿
迫
・
栗
木
地
域
（
泉
村
）

五
家
荘
地
域
（
泉
村
）
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① ②

③

④

⑤
⑥

⑦

⑧

⑨
⑩

⑪

■地域別整備の方針総括図

⑩下岳・柿迫・栗木地域(泉)
五家荘地域と連携す

る観光発展軸形成を担い、

拠点（ふれあいセンター

いずみ）機能の強化によ

る観光振興と交流促進を

進めていきます。

地域全体の環境とし

ては、中山間地域として

の棚田保全や森林保全な

ど、それぞれの自然環境

や農業環境の保全・育成

を進めていきます。

②太田郷・龍峯・宮地・宮地東地域

　(八代第二・八中学校区)
九州新幹線新八代駅及び

八代インター周辺における

流通拠点形成により、新た

な新市の都市構造形成の要

としての位置づけにあると

ともに、地域東部の平野部

と丘陵部の境を走る薩摩街

道沿いの歴史資源の保全と

里山環境ゾーンにおける斜

面緑地景観の保全を進めて

いきます。

さらに、龍峯山を中心と

する自然環境拠点の保全・

育成を進めていきます。

④八千把・郡築・昭和地域

　(八代第四・七中学校区)
地区東部、南部を通る

県道八代港線沿いでの都

市発展軸としての市街地

形成・機能配置を受け止

めるとともに、地区の大

半は従来の位置づけであ

る農業を支える地域とし

てその保全と振興を進め

ていきます。

①代陽・八代・松高地域

　　(八代第一中学校区)
本地域は新市の中心部としての位

置づけにあり、新市の顔としての商

業拠点、歴史・文化拠点、さらに八

代港を中心とする産業拠点の形成を

進めていきます。

③植柳・麦島・高田・金剛地域

　(八代第三・五・六中学校区)

八代南部の市街地としての発展と

ともに、中心部と日奈久観光拠点と

を結ぶ観光発展軸の形成を進めてい

きます。

また、農業ゾーンとしての保全を

はじめ、球磨川河口及び海浜の干潟

等の自然環境の保全・育成、里山環

境ゾーンにおける斜面緑地景観の保

全を進めていきます。

⑤日奈久・二見地域(日奈久・二見中学校区)
日奈久校区にあって

は温泉と海浜環境を資

源とする観光拠点とし

ての位置づけとその発

展を図るとともに、里

山環境ゾーンにおける

斜面緑地景観の保全を

進めていきます。

二見校区にあっては、

中山間地域の農業振興

とともに二見自然の森

を中心とする自然環境

の保全と、それを活用

した観光振興を日奈久

観光拠点との連携のも

とに進めていきます。

⑥坂本地域(坂本中学校区)

八代中心部や日奈久観光拠

点と連携して、さかもと館、

道の駅「坂本」及び周辺資源

と一体となった観光拠点を充

実させ、地域内の特産品や文

化などの情報発信による地域

振興を進めていきます。

荒瀬ダム撤去を契機に「清

流球磨川」を取り戻すべく、

更なる環境対策に努め、各種

地域振興策を進めていきます。

⑨東陽地域(東陽中学校区)
地域の独自性を活かす交流

センターや石匠館を中心とす

る観光拠点機能の充実を図り、

泉地域と連携する観光軸上の

拠点として観光振興と交流促

進を進めていきます。

地域全体の環境としては、

中山間地域としての棚田保全

や森林保全など、それぞれの

自然環境や農業環境の保全・

育成を進めていきます。

⑪五家荘地域(泉)
本地域全体を観光拠点と

して位置づけ、観光振興と

交流促進を進めていきます。

そしてその観光を支える自

然環境を保全・育成してい

くための農林業の振興を進

めていきます。

⑦千丁地域(千丁中学校区)
県道八代鏡宇土線沿線及び支所（役場）・小学

校・中学校周辺地域に住宅や店舗等を集積し、市

街化や機能配置の充実を図ります。また、東西・

南北幹線道路の整備により、新幹線新駅及び高速

道路インターチェンジへのアクセスが便利になる

ため、沿線地域について、予想される工業団地の

形成及び市街化への対応を進めていきます。

その他の地域については、住宅の集積による市

街化が予想される地域がありますが、これまでの

位置づけどおり農業を支える地域としてその保全

と振興を進めていきます。

⑧鏡地域(鏡中学校区)
新市北部の商業拠点として

既存商店街を中心に、副都心

的な商業・業務機能の集積を

進めていきます。

また、均衡ある都市発展の

一翼を担う都市発展軸の形成

を進めていきます 。一方で

これまでの干拓の歴史を踏ま

えた農業を支える地域として

その保全と振興を進めていき

ます。
郡築三番町樋門

松　濱　軒

晩　白　柚

日奈久いこいの広場灯籠 荒瀬ダムボートハウス 交流センターせせらぎ ふれあいセンターいずみ

緒　方　家

新幹線新八代駅とつばめ

い草収穫風景七百町新地潮留図
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① ②

③

④

⑤
⑥

⑦

⑧

⑨
⑩

⑪

■地域別整備の方針総括図

⑩下岳・柿迫・栗木地域(泉)
五家荘地域と連携す

る観光発展軸形成を担い、

拠点（ふれあいセンター

いずみ）機能の強化によ

る観光振興と交流促進を

進めていきます。

地域全体の環境とし

ては、中山間地域として

の棚田保全や森林保全な

ど、それぞれの自然環境

や農業環境の保全・育成

を進めていきます。

②太田郷・龍峯・宮地・宮地東地域

　(八代第二・八中学校区)
九州新幹線新八代駅及び

八代インター周辺における

流通拠点形成により、新た

な新市の都市構造形成の要

としての位置づけにあると

ともに、地域東部の平野部

と丘陵部の境を走る薩摩街

道沿いの歴史資源の保全と

里山環境ゾーンにおける斜

面緑地景観の保全を進めて

いきます。

さらに、龍峯山を中心と

する自然環境拠点の保全・

育成を進めていきます。

④八千把・郡築・昭和地域

　(八代第四・七中学校区)
地区東部、南部を通る

県道八代港線沿いでの都

市発展軸としての市街地

形成・機能配置を受け止

めるとともに、地区の大

半は従来の位置づけであ

る農業を支える地域とし

てその保全と振興を進め

ていきます。

①代陽・八代・松高地域

　　(八代第一中学校区)
本地域は新市の中心部としての位

置づけにあり、新市の顔としての商

業拠点、歴史・文化拠点、さらに八

代港を中心とする産業拠点の形成を

進めていきます。

③植柳・麦島・高田・金剛地域

　(八代第三・五・六中学校区)

八代南部の市街地としての発展と

ともに、中心部と日奈久観光拠点と

を結ぶ観光発展軸の形成を進めてい

きます。

また、農業ゾーンとしての保全を

はじめ、球磨川河口及び海浜の干潟

等の自然環境の保全・育成、里山環

境ゾーンにおける斜面緑地景観の保

全を進めていきます。

⑤日奈久・二見地域(日奈久・二見中学校区)
日奈久校区にあって

は温泉と海浜環境を資

源とする観光拠点とし

ての位置づけとその発

展を図るとともに、里

山環境ゾーンにおける

斜面緑地景観の保全を

進めていきます。

二見校区にあっては、

中山間地域の農業振興

とともに二見自然の森

を中心とする自然環境

の保全と、それを活用

した観光振興を日奈久

観光拠点との連携のも

とに進めていきます。

⑥坂本地域(坂本中学校区)

八代中心部や日奈久観光拠

点と連携して、さかもと館、

道の駅「坂本」及び周辺資源

と一体となった観光拠点を充

実させ、地域内の特産品や文

化などの情報発信による地域

振興を進めていきます。

荒瀬ダム撤去を契機に「清

流球磨川」を取り戻すべく、

更なる環境対策に努め、各種

地域振興策を進めていきます。

⑨東陽地域(東陽中学校区)
地域の独自性を活かす交流

センターや石匠館を中心とす

る観光拠点機能の充実を図り、

泉地域と連携する観光軸上の

拠点として観光振興と交流促

進を進めていきます。

地域全体の環境としては、

中山間地域としての棚田保全

や森林保全など、それぞれの

自然環境や農業環境の保全・

育成を進めていきます。

⑪五家荘地域(泉)
本地域全体を観光拠点と

して位置づけ、観光振興と

交流促進を進めていきます。

そしてその観光を支える自

然環境を保全・育成してい

くための農林業の振興を進

めていきます。

⑦千丁地域(千丁中学校区)
県道八代鏡宇土線沿線及び支所（役場）・小学

校・中学校周辺地域に住宅や店舗等を集積し、市

街化や機能配置の充実を図ります。また、東西・

南北幹線道路の整備により、新幹線新駅及び高速

道路インターチェンジへのアクセスが便利になる

ため、沿線地域について、予想される工業団地の

形成及び市街化への対応を進めていきます。

その他の地域については、住宅の集積による市

街化が予想される地域がありますが、これまでの

位置づけどおり農業を支える地域としてその保全

と振興を進めていきます。

⑧鏡地域(鏡中学校区)
新市北部の商業拠点として

既存商店街を中心に、副都心

的な商業・業務機能の集積を

進めていきます。

また、均衡ある都市発展の

一翼を担う都市発展軸の形成

を進めていきます 。一方で

これまでの干拓の歴史を踏ま

えた農業を支える地域として

その保全と振興を進めていき

ます。
郡築三番町樋門

松　濱　軒

晩　白　柚

日奈久いこいの広場灯籠 荒瀬ダムボートハウス 交流センターせせらぎ ふれあいセンターいずみ

緒　方　家

新幹線新八代駅とつばめ

い草収穫風景七百町新地潮留図
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第 5節 施策の大綱

【実りのくに】

【方針１-１】球磨川と氷川それぞれの流域全体で水の環境を守り育む

具体的施策方針

各家庭・事業所から、水を大

切にし汚さない暮らしや産業

活動を進める

①

河川と海の環境を守り、きれ

いにする活動を進める

②

河川と海の自然環境の保全・

再生を進める

③

河川と海の自然環境に親しむ

豊かな暮らしを実現する

④

河川水及び地下水の適正使用

と水を育む涵養域の保全を進

める

⑤

主　要　事　業

・八代海再生に向けた取り組みの

推進

・住民参加による生活排水対策

・公共下水道事業

・特定環境保全公共下水道事業

・農業集落排水事業

・浄化槽設置整備事業

・浄化槽市町村整備推進事業

・し尿・汚泥処理施設の整備

・水質保全対策事業

・河川改修・護岸事業

・森林整備事業（水源涵養林）

・地下水保全の対策

・荒瀬ダム撤去に伴う環境対策

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・水循環の仕組みの学習と節水や水の

使い方に関しての意識の向上

・環境保全活動や美化活動の推進

・自然保護・回復活動の推進

・河川や海と親しむための活動の推

進

・森林保護・育成活動の推進

【方針１-２】各地域の特徴ある自然環境を守り育む

具体的施策方針

干潟の保全と多様な生態系の

回復を進める

①

干拓地を中心とする田園地帯

の保全と豊かな景観の形成を

進める

②

豊かな里山文化の継承と里山

環境の保全・育成を進める

③

環境保全機能強化のための棚

田環境の保全・育成を進める

④

自然林等の保全・育成を進め

る

⑤

希少種を含む野生動植物の生

息調査及び保護に努める

⑤

主　要　事　業

・間伐事業

・環境保全対策事業

・環境美化推進事業

・海岸保全施設整備事業

・地域の景観・環境整備

・希少野生動植物の調査

・鳥獣保護対策

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・干潟の保全及び自然観察活動の推進

・田園集落における庭木や生け垣等の

緑の保全と景観の維持活動の推進

・里山文化の継承

・里山環境地域における斜面林など里

山環境の保全・育成活動の推進

・棚田の多面的機能維持のための保全

活動の推進

・自然林の環境学習フィールドとして

の活用

・鳥獣保護意識の向上

・環境保全活動や美化活動の推進（再

掲）

みの
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【方針２-1】地域の自然資源を活かした八代地域全体での交流の推進

具体的施策方針

地域の自然資源の保全と育成

を進める

①

地域の自然資源を活かした交
流拠点整備、機能の強化によ
る活動のネットワーク化を進
める

②

地域の自然資源に配慮した地

域を結ぶ道路・交通機能のネ

ットワーク強化を進める

③

市民・事業者・行政の３者が一
体となり、それぞれの役割に応
じたごみの排出抑制とリサイク
ルへの取り組みを進める

①

地域の特性と実践的な取り組み
に根ざした総合的な環境教育を
進める

②

環境負荷の低減を目指した学習
機能を持つ施設による地域環境
づくりを進める

③

有害化学物質の環境調査及び情
報収集を行うことにより環境汚
染の未然防止を図る

⑤

資源循環型社会に相応しい総合
的な廃棄物対策を進める

⑥

特定事業場等の調査監視に努め、
公害防止対策を推進する

④

主　要　事　業

・拠点的な自然資源の管理保全

・地域間連絡道路網の整備

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・各地域の拠点的な自然資源の保全

活動の推進

・各地域の自然活動団体のネットワ

ークづくり

・環境教育の推進

・再資源化の推進

・ごみ減量化の推進

・廃棄物処理計画の策定

・再資源化施設・一般廃棄物処理

施設の整備

・不法投棄の防止

・騒音や工場排水等の調査及び指

導

・ダイオキシン、環境ホルモンな

どの有害物質に係る環境調査

・ごみの排出抑制、減量化、リサイ

クル活動の推進

・グリーン購入、グリーン調達の推

進

・環境問題に係わるグループ・団体

づくりと活動の推進

・廃棄物不法投棄防止・監視体制の

強化

・環境保全協定の締結

・化学物質の使用削減と適正管理

【方針２-2】自然との共生に根ざした環境保全型社会の創造

具体的施策方針

地球温暖化防止対策のための温

室効果ガスの排出削減に向けた

省エネルギー対策を進める

①

既存及び新エネルギーの総合

的な有効利用による省資源施

策を進める

②

公共施設が率先して地域特性

に合致した環境保全に必要な

取り組みを進める

③

主　要　事　業

・行政・住民による省エネルギー

の推進

・新エネルギー活用の調査検討

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

【方針２-３】地球にやさしく、人にやさしい新エネルギー対策の推進

具体的施策方針 主　要　事　業 住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・エネルギー問題への意識の向上

・徒歩・自転車の利用促進による自

動車利用の抑制

・節電・節水、使用燃料の削減など

の暮らしの省エネ推進
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【方針３-１】各地域の自然から生み出される特産品による農林水産業の活性化の推進

具体的施策方針

地場産品による商品開発・ブ

ランド化を進める

①

農林水産業を活かした体験交
流型観光を進める

②

拠点による特産品の情報発信

を進める

③

安全な「食」を支える地産地消

を進める

①

地産地消を支える生産流通体制

の整備を進める

②

生産者と消費者の交流を促進す

る

③

自然にやさしい農林水産業を進

める

④

主　要　事　業

・農業特産品の販売促進

・物産振興事業

・特用林産物の振興対策

・グリーン・ブルーツーリズムの

推進

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・地域特性に合わせた基幹作物、新

規作物の振興

・農林水産業における体験観光客受

け入れの推進

・環境保全型農業の推進

・地産地消の推進

・食農教育の推進

・廃プラスティック類適正処理対

策

・八代地域の食材による食文化の見

直しと創造の推進

・新市内の都市部と農村部との交流

・生産者と物産拠点施設や地元商業

者との連携による産直販売の推進

・農薬の適正使用に関する意識の向

上

・農林水産業に係る産業廃棄物の適

正処理意識の向上

【方針３-２】安全で安心な農林水産物づくりと地産地消の推進

具体的施策方針

各地域の情報発信と交流を進め

る

①

各地域の活動連携や交流を進

める人材育成の拠点機能を確

立する

②

主　要　事　業

・農林水産業担い手育成

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

【方針３-３】将来の農林水産業を担う人材の育成・確保

具体的施策方針 主　要　事　業 住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・農林水産業への新規就業者の受け

入れ体制の充実

・各地域の農業後継者同士の交流

・農林水産業経営に関する研修活動

の推進
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【方針３-４】農業の経営基盤の強化と生産基盤整備の推進

具体的施策方針

自立的な農業経営体の育成を

進める

①

各地域の農業環境に応じた生
産基盤の強化を進める

②

各地域の農業環境に応じた農

業技術の開発・普及を進める

③

林業経営基盤を強化するととも

に森林整備を推進する

①

森林資源の活用における八代地

域全域での林業支援を進める

②

養殖漁業を推進する③

体験型観光漁業の振興を進める④

主　要　事　業

・農業振興対策事業

・高生産性農業の育成

・農業収入安定化対策

・中山間地域総合整備事業

・農地流動化事業

・ほ場条件整備事業

・用排水整備事業

・農村総合整備事業

・農村環境整備事業

・農道整備事業

・農地防災保全事業

・海岸保全施設整備事業（再掲）

・農業施設維持管理事業

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・農業経営体の法人化の推進

・認定農業者制度の活用

・家族経営協定の締結の推進

・各地域の環境に応じた高生産性農

業の推進

・土壌分析など土づくりによる品質

の向上

・森林整備地域活動支援交付金事

業

・皆伐放棄地対策緊急造林事業

・林道開設・改良事業

・林産物の流通促進

・特用林産物の振興対策(再掲)

・森林所有者等が施行する造林・間

伐事業の推進

・地域産材の利活用の推進

・椎茸やたけのこ、山菜などの特用

林産物の生産・加工・販売の充実

【方針３-５】豊かな森林資源を活かし、安定した林業経営の推進

具体的施策方針

栽培漁業と水産資源の管理によ

る安定した水産資源の確保を図

る

①

漁港・漁場の整備等、漁業基

盤の強化を進める

②

主　要　事　業

・水産資源増大事業

・漁業経営安定化対策事業

・漁港・船溜り整備事業

・漁場環境保全事業

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

【方針３-６】豊かな八代海の恵みを活かし、安定した漁業経営の推進

具体的施策方針 主　要　事　業 住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・八代海を取り巻く市町村や関係機

関との連携による、つくり育てる

漁業の振興

・八代海における舟出浮・太刀魚釣

り・潮干狩り、内水面における潮

遊地の網入れ、釣り大会、球磨川

の遊漁船など多様なニーズに対応

した体験型観光漁業の推進



—58—

第 

5 

節　

施
策
の
大
綱

【拠りのくに】

【方針１-１】広域交通網を活かした南九州物流拠点の形成

具体的施策方針

重要港湾八代港と高速交通網

を利用して、国際物流拠点都

市を目指す

①

ポートセールスを推進し、コ

ンテナ定期航路の誘致を進め

る

②

貿易関連機関と連携を密にし、

企業貿易の拡大を促進する

③

主　要　事　業

・八代港振興事業

・八代港港湾整備事業

・ポートセールス推進事業

・八代港湾振興協会支援

・貿易振興対策事業

・国際競争力強化支援

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・八代港等の広域交通網を活かした流

通拠点形成の推進

【方針１-２】新技術、生産技術向上による工業の活性化

具体的施策方針

企業誘致及び地場産業の振興

を促進し、雇用の拡大を図る

①

新規学卒者・UIターンなどの地

元就職希望者への就業の確保

を図る

②

産学連携を促進し、新技術・

新製品の開発を行う

①

人材育成を支援し、経営体制

の強化を図る

②

企業間の交流を密にして人材

育成・技術向上を促進する

③

国・県等関連機関との連携を
密にして幅広い雇用機会の提
供を図る

③

環境に配慮した産業、ベンチ

ャー企業の育成を支援する

④

自然林等の保全・育成を進め

る

⑤

希少種を含む野生動植物の生

息調査及び保護に努める

⑤

主　要　事　業

・産学連携支援事業

・人材育成セミナー

・工業振興協議会支援

・先端技術波及促進協議会事業

・創業支援事業

・融資制度の充実

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

【方針１-3】企業誘致・地場産業の振興等による雇用の創出

具体的施策方針 主　要　事　業 住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・環境に配慮した産業活動の推進

・地域企業の技術を活かした研究開

発の推進

・工業用地の整備

・企業誘致対策事業

・雇用問題対策事業

・求人情報の提供

・就職面接会の開催

・若年者・新規就労や中途採用など

雇用の拡大の推進

よ
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【方針2-１】中心市街地の活性化

具体的施策方針

新市の顔としての八代中心市

街地の活性化を推進する

①

鏡町の既存商店街を中心に便

利で特色ある商業拠点の形成

を進める

②

大型店と既存商店街との連携に

よる商業活性化を進める

①

新八代駅を中心とした新たな広

域交流拠点の形成を、八代中心

市街地や県道八代港線沿いの商

業集積地と連携・分担して進め

る

②

地域の特性を活かした魅力ある

商店街づくりを進める

③

主　要　事　業

・中心市街地活性化対策事業

・商店街振興事業

・商業活性化支援事業

・鏡町の既存商店街による第二の

商業拠点形成

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・魅力ある個店・商店街づくりの推

進

・商業者同士の連携による販促活動

の推進

・経営に関する研修活動、人材育成

活動の推進

・商業活性化支援事業（再掲）

・中小企業融資事業

・イベント事業補助

・商業者同士の連携による販促活動

の推進（再掲）

・魅力ある個店・商店街づくりの推

進

【方針2-２】魅力ある商店街づくりの推進

具体的施策方針 主　要　事　業 住民・企業等が主体となる主な取り組み例
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【方針3-１】各地域の多様で豊かな観光資源を活かし、連携した魅力ある観光の推進

具体的施策方針

各地域で育まれてきた多様で

豊かな観光資源を磨き上げる

①

歴史・文化資源を活かし、連
携して魅力ある新市の観光を
進める

②

自然資源を活かし、連携して

魅力ある新市の観光を進める

③

歴史学習・伝承を主眼とする交

流型観光を進める

①

自然環境学習を主眼とする体験

交流型観光を進める

②

都市の賑わいと魅力を味わう都

市型観光を進める

③

各地域の魅力や受入活動を連携

し、八代地域全体としての滞在

型観光を進める

④

産業との連携による体験交流型

観光を進める

⑤

イベントや祭りを活かし、連携

して魅力ある新市の観光を進め

る

④

各地域の観光資源を結び、魅力

をつなぐネットワーク・ルート

づくりを進める

⑤

新市の総合的な観光情報の発信

を、四季の変化や歳時記のよう

な時間の流れを意識して進める

⑥

主　要　事　業

・観光施設間の連携強化

・地域間連絡道路網の整備（再掲）

・観光施設の整備

・観光資源の管理・保全

・各種イベント・祭りの開催

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・新市全体の歴史・文化資源を活用

した観光テーマづくり

・「水」等をテーマとする自然資源

活用型の観光プログラムづくり

・流域連携による観光ルートの検討

・四季を通じての各地域のイベント・

祭りの連携のための共通テーマづ

くりと総合的な情報発信の強化

・広域観光を始めとした観光の開

発・振興

・グリーン・ブルーツーリズムの

推進（再掲）

・地域の歴史・文化を活かした交流

型観光の推進

・地域の歴史伝承や案内、自然環境

学習等のボランティア活動の推進

・都市の魅力の掘り起こし、魅力案

内ボランティア活動の推進

・観光関係者（旅行、宿泊、飲食、

小売り、観光施設など）による滞

在型観光の推進

・広域的な観光地（人吉、水俣・芦

北、天草など）との連携による広

域観光ルートの推進

・農林漁業、商工業などと観光業と

の連携の検討

【方針３-２】各地域の自然や歴史・文化資源を活かした体験交流型観光の推進

具体的施策方針 主　要　事　業 住民・企業等が主体となる主な取り組み例



—61—

第 

5 

節　

施
策
の
大
綱

【方針4-１】広域交通ネットワークの充実

具体的施策方針

新市の発展や地域間の連携を

強化するための幹線道路ネッ

トワークの充実を図る

①

都市活動を支援するため、都
市計画道路等の整備を推進す
る

②

新幹線活用のための新八代駅

周辺整備や道路ネットワーク

の充実を図る

③

便利な暮らしを支える情報通信

ネットワーク化を進める

①

地域の情報を発信する情報拠点

の形成を図る

②

情報化に対応した普及・啓発活

動を進める

③

肥薩おれんじ鉄道、JR鹿児島本

線及び肥薩線の有効活用により

交通ネットワークの充実を図る

④

広域交通のためのバスサービス

の充実を図る

⑤

八代港を中心とする水上交通拠

点の形成を図る

⑥

主　要　事　業

・国道3号他、国県道の整備促進

・南部幹線など都市計画道路の整

備

・地域間連絡道路網の整備（再掲）

・肥薩おれんじ鉄道の活性化

・地方バス路線の運行助成

・八代港振興事業（再掲）

・八代港港湾整備事業（再掲）

・新八代駅周辺整備

・八代・天草架橋構想の推進

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・地域住民の利用促進による公共交

通機関の育成

・地域イントラネットの活用推進

・難視聴地域におけるケーブルテ

レビの活用推進

・ＩＴ講習の充実

・ケーブルテレビの有効活用による

地域活動の活性化推進

【方針4-２】情報通信基盤の充実と利活用の推進

具体的施策方針 主　要　事　業 住民・企業等が主体となる主な取り組み例
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【方針２-１】身近な地域の活動を通じた人づくりの推進

具体的施策方針

各地域の公共施設を拠点とす
るきめ細かな生涯学習活動を
推進する

①

高齢者の経験と知恵を活かす
機会を創造し、生きがいづく
りを進める

②

各地域におけるスポーツによる
世代間交流により、健康づくり
と豊かなコミュニティづくりを
進める

③

主　要　事　業

・生涯学習推進体制の強化

・生涯学習施設(公民館等)の再編・

整備

・社会教育団体の育成

・図書館の充実

・各種スポーツ大会・スポーツ教
室の開催

・スポーツ団体の育成
・スポーツ指導者の育成
・地域の実情に応じた総合型スポ
ーツクラブの育成（再掲）

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・高齢者のボランティア活動の推進

・スポーツによる健康づくり意識の

醸成

【躍りのくに】

【方針１-１】学校と地域が一体となった子ども達の育成

具体的施策方針

地域の人達と一体となった子
ども達の地域での保健・福祉・
医療施設等との交流やボラン
ティア活動を進める

①

歴史文化の伝承等を通し、高
齢者と子ども達との交流を進
める

②

地域の教育力を高め、子ども
達が地域を自慢できる活動を
進める

③

地域の人達の参加・活用にも
配慮した学校施設・設備の充
実を図る

④

主　要　事　業

・就学前教育の推進

・特別支援教育の推進

・幼・小・中・高一貫教育の推進

・郷土学習教材の作成・活用

・幼稚園・小中養護学校施設・設

備の整備・充実

・教育相談・適応指導教室の充実

・子どもの社会活動参加の推進

・青少年健全育成事業の推進

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・子ども達の地域ボランティアへの参

加

・子ども達が風土や伝統、文化など地

域について学べる地域活動の推進

・子どもを守るための防犯ボランティ

アの育成

【方針１-２】新市の多様性と広域性を活かした子ども達の育成

具体的施策方針

多様な自然環境を活かした子
ども達の自然体験や環境学習
を通じて、新市全体での交流
を進める

①

高等教育機関との連携を図り、

新市全体での活用を図る

②

子ども達のスポーツ活動によ
る新市全体での交流・連携を
図る

③

拠点都市としての多様性を活
かし、子ども達による国際交
流を進める

④

新市全体で、各中高生相互の

交流活動を進める

⑤

主　要　事　業

・体験活動の推進

・生涯学習施設（自然の森等）の

整備・活用

・地域の実情に応じた総合型スポ

ーツクラブの育成

・国際理解・情報教育の推進

・国際交流事業の推進

・JETプログラム（外国青年招致

事業）の推進

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・中高生地域ワーキング会議からの

提案プロジェクトの推進

（例：発表会で投票が多かったもの）

　実り：手づくりちくわ大会

　拠り：遺跡ウォークラリー

　躍り：八代クイズ・ゲートボール

大会

　誇り：JHSS（ジュニア ハイスク

ールスチューデント）やっ

ちろ祭

おど
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【方針３-１】地域づくりと一体となった人づくりの推進

具体的施策方針

各地域における様々な交流を通

し、豊かなコミュニティづくり

を進める

①

自分たちの地域のまちづくりを
自ら進めることにより、自分た
ちの地域に誇りを持てる人づく
りを進める

②

新市全体におけるまちづくり活

動の交流機会の創出や情報集積・

発信ができるまちづくり拠点機

能を強化する

①

新市全体における交流活動のた

めの移動や情報交換を支える基

盤としての道路・交通機能や情

報機能を強化する

②

主　要　事　業

・地域活動の支援

・地区公民館等の建設助成

・自治会活動等の支援

・地域社会教育団体等の支援

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・交流行事やあいさつ活動等の推進

・地域ボランティア活動の推進

・地域でのまちづくり活動の推進、

まちづくりリーダーの育成

・地域活動の支援（再掲）

・地区公民館等の建設助成（再掲）

・地域社会教育団体等の支援（再

掲）

・国内交流の推進

・地域間連絡道路網の整備（再掲）

・交流行事やあいさつ活動等の推進

（再掲）

・地域ボランティア活動の推進（再

掲）

・地域でのまちづくり活動の推進、

まちづくりリーダーの育成（再掲）

・道路美化ボランティア活動の推進

【方針３-２】各地域の多様なまちづくり活動の広域交流による人づくりの推進

具体的施策方針 主　要　事　業 住民・企業等が主体となる主な取り組み例

それぞれの地域文化の情報発信

と世界の文化が出会う文化活動

の拠点機能を充実し、文化交流

による人づくりを進める

①

高等教育機関の活用による多様

で高度な生涯学習機会を創出し、

新市全体での連携による人づく

りを進める

②

スポーツ活動の拠点機能を充実

し、新市全体での交流と健康づ

くりを進める

③

・市民文化祭の開催

・文化・芸術活動団体の育成

・自主文化事業の推進

・文化施設の整備・充実

・文化活動団体の交流の推進

・文化施設運営サポーター活動の推

進

・市民体育祭を通じたスポーツ交流

の推進

・友好都市との交流事業の推進

・国際交流事業の推進（再掲）

・JETプログラム（外国青年招致

事業）の推進（再掲）

・市民体育祭の開催

・社会体育施設の整備・充実

・各種団体による国際貢献活動の推

進

【方針２-２】新市の多様性と広域性を活かした人づくりの推進

具体的施策方針 主　要　事　業 住民・企業等が主体となる主な取り組み例

【方針2-３】新市の多様性と拠点性を活かした国際化の推進

具体的施策方針 主　要　事　業 住民・企業等が主体となる主な取り組み例

国際化に対応した地域環境と地

域文化の育成を進める

①

国際化推進のための人づくりと

国際社会に貢献する活動への支

援を進める

②

各地域でのこれまでの国際交流

を活かして更なる国際交流・国

際協力を進める

③
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【方針１-２】安心して子どもを産み、育てられるまちづくりの推進

具体的施策方針 主　要　事　業 住民・企業等が主体となる主な取り組み例

【方針１-３】誰もが健康にいきいきと暮らせるまちづくりの推進

具体的施策方針 主　要　事　業 住民・企業等が主体となる主な取り組み例

【誇りのくに】

【方針１-１】誰もがその能力・個性を発揮し、お互いに人権を尊重・協調し合える
　　　　　　 まちづくりの推進

具体的施策方針

八代地域行動計画による人権
教育・啓発の充実と人権意識
の向上を図る

①

男女共同参画社会づくりを進
める

②

子どもの人権に配慮した青少
年の健全育成を進める

③

主　要　事　業

・人権啓発の推進

・人権同和教育の推進

・複合拠点の整備

・男女共同参画計画の策定

・男女共同参画推進事業

・官民一体となった推進体制の整備

・人権教育の推進

・青少年健全育成事業の推進（再掲）

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・人権意識の高揚のための研修

・男女共同参画意識の向上

・地域社会での子ども達の豊かな心

を育む人権教育活動の推進

地域の中で安心して子育てが
出来る環境づくりを進める

①

子どものこころの育ちを支援
する体制を充実する

②

・延長保育事業

・放課後児童健全育成事業

・子育て支援事業

・子育て相談窓口、支援センター

の設置

・保育所の整備

・地域が一体となった子育ての推進

各地域の状況に応じて身近な
地域で保健・福祉・医療サー
ビスが受けられる体制を充実
する（支所機能の充実による各
地域でのきめ細かな対応を含む）

①

拠点的な保健・福祉・医療機
能の充実により、質の高いサ
ービスを受けられる体制を強
化する

②

ユニバーサルデザインによる
まちづくりの推進と、それを
支援する拠点機能の強化によ
る考え方の普及・啓発を進める

④

障害の有無にかかわらず、誰
もがそれぞれの地域で安心し
て住み続けられる自立支援な
らびに福祉サービス体制を充
実する

③

・母子保健の推進・強化

・健康づくり、生活習慣病予防の推進

・歯科保健の推進

・地域医療・救急医療体制の強化

・医療費適正化の推進

・保健施設の整備・充実

・公立病院・診療所施設・設備の

充実

・国民年金事業の啓発・推進

・介護保険事業

・介護予防事業の推進

・一人暮らし要援護者の支援

・住宅改造の支援

・福祉施設の整備・充実

・高齢者住宅整備事業

・在宅福祉サービスの充実

・障害者（児）の社会的自立支援

・やさしいまちづくりの推進

・ユニバーサルデザインの推進

・地域における助け合い活動の推進

・ユニバーサルデザインに関する意識

の向上

・各地域での住民参加による身近な環

境や施設などの点検・改善活動の

推進

ほこ
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【方針２-1】各地域の特性を活かして人と自然が共生する生活環境づくりの推進

具体的施策方針

身近な自然資源や公園を活かし
た快適環境の創造と健康で人に
優しい地域づくりを進める

①

花や緑を活かして地域の個性
あふれる和みの景観による地
域づくりを進める

②

身近な自然を楽しむ機会やイ
ベントを創造する

③

地下水や自然生態系に配慮し
た生活環境づくりを進める

①

八代地域の木材や畳表を使っ
た地域環境に合った健康な家
づくりを進める

②

③

主　要　事　業

・公園・緑地の整備

・環境美化推進事業（再掲）

・地域の景観・環境整備（再掲）

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・公園等の運営・管理

・環境美化活動の推進

・環境教育の推進（再掲）

・環境保全対策事業（再掲）

・地元産品の活用促進

・環境保全対策の推進
・地域産材を活用した八代住宅づく
りのための生産者・建築関係者・
消費者等による検討

・グリーン購入やグリーン調達の推
進（再掲）

・地区毎に環境を守るルールづくり
・地域の環境を守るボランティア活
動の推進

【方針２-2】環境にやさしいまちづくりの推進

具体的施策方針

適切な土地利用の推進による暮
らしやすい地域づくりを進める

①

安全・安心・便利な道づくり
を進める

②

上下水道、排水施設の整備に
よる快適で安心な地域づくり
を進める

③

災害に強いまちづくりを進め
る

④

主　要　事　業

・国土利用計画（八代市計画）策定
・都市計画策定
・地籍調査事業の推進
・都市計画道路の整備（再掲）
・土地区画整理事業

・道路、公園等公共空間における
防犯環境整備の推進

・生活基盤道路の整備
・狭あい道路の整備推進
・交通安全施設の整備
・区画整理事業

・消防施設・設備の整備充実
・防災施設、避難所等の整備
・防災行政無線の統合、整備
・治山事業
・河川改修・護岸事業（再掲）
・急傾斜地崩壊対策事業
・砂防事業
・災害防除事業
・海岸保全施設整備事業（再掲）
・建築物の耐震改修の推進

・上水道・簡易水道事業
・公共下水道事業（再掲）
・特定環境保全公共下水道事業（再掲）
・農業集落排水事業（再掲）

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

【方針２-３】誰もが安全で暮らしやすい生活基盤づくりの推進

具体的施策方針 主　要　事　業 住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・土地の保全・活用意識の醸成

自然にやさしい暮らしを進める
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【方針２-４】誰もが安全で安心して快適に暮らせる生活環境づくりの推進

具体的施策方針

安全・安心な地域づくりを進
める

①

暮らしに密着した情報網によ
る安心で豊かな地域づくりを
進める

②

歴史・文化を活かして歴史に
包まれたまちづくりを進める

①

歴史学習の推進と歴史文化の
保存・継承を進める

②

文化財の保存・活用を進める③

各地域の伝統・文化・歴史の
保存や伝承を通じた生きがい
づくりと人づくりを進める

④

各地域に合った住宅供給や住
環境の整備等の住宅政策を進
める

③

ユニバーサルデザインに配慮
した住宅・住環境の整備を進
める

④

暮らしに密着した身近な商業
機能の充実による便利な地域
づくりを進める

⑤

新市の将来を見据えた適切な
土地利用誘導を進める

⑥

主　要　事　業

・消防団活動の推進
・自主防災組織の結成促進
・自主防災組織の指導育成
・交通安全の推進
・防犯の推進
・消費者行政体制の確立（相談窓口
体制の整備）

・地域イントラネットの活用推進（再
掲）

・商店街の振興（再掲）
・地域地区等の再編

・やさしいまちづくりの推進（再掲）
・公共性の高い民間建築物の整備
促進

・文化財・歴史的建造物等の調査

・文化財の保護・活用

・遺跡の保存・整備（国指定の推進

など）

・博物館・資料館の充実

・歴史民俗文化財の保存・振興

・市史の編纂

・市民文化祭の推進（再掲）

・文化・芸術活動団体の育成（再掲）

・自主文化事業の推進（再掲）

・文化施設の整備・充実（再掲）

・各地域の伝統文化の保存・継承、

後継者の育成

・公営住宅の整備
・高齢者向け住宅の整備
・住宅地の開発
・区画整理事業（再掲）

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

【方針２-５】豊かな歴史・文化を活かした文化の香り高いまちづくりの推進

具体的施策方針 主　要　事　業 住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・登下校時を中心とした防犯パトロ

ールの展開

・暴力団排除意識の向上

・防災意識の向上

・住民防災組織体制の充実

・防犯意識の向上

・交通安全意識の向上

・地域防犯ボランティア活動の育成

及び推進

・バリアフリー化の意識向上

・商工会・企業等による講習会や勉

強会の推進

・歴史・文化資源を活かしたまちづ

くりの推進

・文化財の調査、及び、成果の公開、

学習会などによる活用

・各地域の伝統・文化・歴史の再評

価、記録・保存、継承活動の推進
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【方針３-１】各地域の独自性を活かした住民主体のまちづくりの推進

具体的施策方針

各地域でのこれまでのまちづ
くり活動を踏まえて、住民同
士や各種団体が連携して自分
達のまちづくりを進める

①

各地域の住民主体のまちづく
りを支える組織の育成・強化
を進める

②

まちづくりに関心を持って主
体的に参加することを促し、
情報の積極的な提供を進める

③

住民主体のまちづくりを支え
るとともに、行政の継続性を
担保するための公文書の総合
的な集積・管理を進める

④

①

各地域のまちづくりに関わる人
達の交流機会を充実させる

②

各地域のまちづくりの情報発信、
交流促進のための中心となる機
能を確立する

③

行政資源の適正配分と財政基盤
の強化により行政の効率化と財
政運営の健全化を図る

③

行政改革を進めるとともに市町
村合併の効果を検証する

④

主　要　事　業

・地区まちづくり計画の策定

・広報誌・ホームページの充実

・情報公開制度の推進

・公文書の体系的な集積・管理

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

・地域づくり活動の推進

・住民自治組織活動の推進

・ボランティア活動の推進

・NPO（民間非営利団体）活動の推進

・地域づくり推進事業

・地域まちづくり団体等の交流促進

・地域づくり団体同士のネットワー

ク形成

【方針３-２】各地域の連携による活発な住民主体のまちづくりの推進

具体的施策方針

①

庁内分権を進め、現場に権限
を移譲することにより、意志
決定の迅速化を図る

②

主　要　事　業

・職員の意識改革及び能力開発
・職場における改善運動の推進
・目的成果志向の機構改革
・部門（現場）への権限移譲
・職の権限と責任の明確化
・市の政策目標および部門目標の
明確化

・庁議（経営会議）の充実
・行政評価の実施
・徴収率の向上
・使用料・手数料の見直し
・自主課税制度の検討
・アウトソーシングの推進（PFIの
導入、指定管理者制度の活用、
外部委託等）

・事務事業の見直し、施設の統廃合
・合併の検証と行政改革を推進す
る組織の設置

・定員適正化計画の推進
・人事交流の推進
・電子自治体の構築

住民・企業等が主体となる主な取り組み例

【方針３-３】行財政改革の推進

具体的施策方針 主　要　事　業 住民・企業等が主体となる主な取り組み例

各地域のまちづくり活動に関す
る情報の収集と発信機能を強化
する

能力、成果重視に基づく人材育
成を進める
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ɹ新市ʹ͓けΔまͪͮ͘Γͷ主役身近ͳ地域ʢ住民・企業・NPOʣʹあΓますɻ

ͦͷ中Ͱ行政͕多͘Λ担͖ͬͯͨ公共や社会的役割Λ地域ʹ開͖ɺ行政ͱ地域͕

パートφーͱしͯ協働ɺ協調すΔこͱ͕ɺこΕ͔ΒͷΑΓ良いまͪͮ͘Γʹͭͳ͕

Γますɻ

ɹͦΕͧΕͷ地域ͷ歴史・風土ʹ培わΕ͖ͯͨ魅力的ͳ個性Λɺ地域住民自Β͕

う一度見ͭΊ直しɺͦΕΛ自Βͷ手Ͱ活͔しͳ͕Βɺͦͷ地域ʹし͔ͳい独自Ͱ元

気ͳまͪͮ͘ΓΛ進Ίͯい͘こͱ͕必要Ͱすɻ地域͕元気ʹͳΔこͱͰɺ新市͕文

字通Γ新しい魅力あΔ市ʹͳͬͯい͖ますɻ

ɹ現代ͷ地方都市ʹ͓いͯɺ市民一人ͻͱΓ͕真ʹ豊͔さͱ安Β͗Λ実感すΔͨΊ

ʹɺ多様化すΔ生活χーζʹ的確ʹ対応すΔͱͱʹɺͦΕͧΕ͕暮Βす身近ͳ

地域ʹ住Ήこͱ͕自慢ͱͳΔΑうͳ魅力的Ͱ活力ʹ満ͪͨͷͰあΔこͱ͕求ΊΒ

Εますɻ

ɹし͔しɺ国や地方ͷ財政状況͕今後ますます厳しさΛ૿しͯい͘こͱ͕予想さΕ

Δ中Ͱɺ暮Βしͷ豊͔さΛ支えΔサービεΛすͯ行政͕担うͱいうこΕまͰͷ

意識Λ変えͯい͔ͳけΕͳΓませΜɻ暮Βしͷ豊͔さΛ実感Ͱ͖Δ地域Λɺͦͷ

地域ͷ構成員ͰあΔ住民ɺ企業ͱ行政ɺさΒʹ今後新ͨͳ主体ͱしͯ期待さΕΔ

NPO等͕ɺͦΕͧΕͷ得意分野Ͱ力Λ発揮しɺ役割Λ分担しͯ協働Ͱ創ͬͯい͘こ

ͱ͕求ΊΒΕますɻ

ɹ地域Ͱͷ様々ͳ組織・個人͕ͦΕͧΕͷ役割Λ主体的ʹ果ͨしͯい͘こͱͰɺ地

域経営ͷ力͕強まΓɺͦΕ͕新市全体ͷ行財政ͷ強化・健全経営ʹ結ͼͭいͯい͖

ますɻ

ɹ市民ͷ身近ͳ暮Βしͷ単位ͰあΔ地域ͷ個性豊͔Ͱ独自ͳまͪͮ͘Γͱɺ暮Βし

ͷ豊͔さΛ実感Ͱ͖Δ強い地域経営力Λ実現すΔͷ͕ɺ住民自治Λ基本ͱすΔまͪ

ͮ͘ΓͰすɻ

ɹ新市ͱͳΔ八代地域ɺ基本コンηプトʮっ創生、 輝͘新都八代ʯͰ示すΑうʹɺ

新市内ͷͦΕͧΕͷ地域ͷ活力ͱ多様性͕ͨΒす自立しͨ͘ʹͮ͘Γ͕目標Ͱ

すɻͦしͯɺͦΕΛ実現すΔͷ市民一人ͻͱΓͷ地域ͷ思いʹ基ͮ͘住民自治

ͷ推進Ͱすɻ

ɹɹ̡ まͪͮ͘Γͷ主役地域ʳ

ɹɹ̡ 暮Βしͷ豊͔さΛ実感すΔ地域ʳ

ɹɹ̡ 住民自治͕開͘新しい地域ͱ新市ʳ

第 6節 住民自治ʹΑΔまͪͮ͘Γͷ推進

ʲ地域ʹͭいͯʳ
・ここͰ示すʮ地域ʯɺ原則旧 6市町村単位Λ言いますɻͨͩしɺ旧八代市ʹ関しͯコミュ

χティͷ規模ʢ人口ɺ範囲等ʣ͕広͘ɺ歴史的背景ͷ異ͳΔ地域あΔͨΊɺ身近ͳ暮Β

しͷ範囲Ͱ計画的ͳまͪͮ͘ΓΛ一体的ʹ推進しͯいͨ͘Ίͷ地域ͷあΓ方Λ検討しɺ場

合ʹΑͬͯい͔ͭ͘ͷ地域ʹ分割すΔこͱ考えΒΕますɻ
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ɹ6市町村ͰɺこΕ·ͰͦΕͧΕͷ地域ͷ状況ʹ応ͨ͡自治活動Λ自治会や小学

校区単位Ͱ独自ʹ進Ί͖ͯ·ͨ͠ɻこͷΑうͳ取Γ組ΈΛ評価ͭͭ͠ɺ合併後ͷ住

民自治Λ目指ͨ͠総合的ͳ地域ͷ·ちͮくΓΛ推進ͯ͠いくͨΊͷ新ͨͳ組織ͷ構

築ΛͲͷΑうʹ進Ίͯいく͔Λ慎重ʹ検討ͯ͠いくこͱ͕必要Ͱ͢ɻ

ɹͦͷͨΊɺ合併特例法Ͱ位置ͮけΒΕͯいΔʮ地域審議会ʯʢ6市町村単位Ͱ設置ʣ

Λ活用͠ɺͦΕͧΕͷ地域住民ͷ参加ʹΑΔ検討Λ行いɺ地域ͷ状況ʹ即ͨ͠住民

自治ͷあΓ方Λ明確ʹ͠ɺͦͷ検討ʹ基ͮいͨ住民自治ͷ推進Λ図ͬͯい͖·͢ɻ

ɹ前項ͷ地域審議会ͷ活用Λ踏·えͯɺ各地域ͷ身近ͳ地区ʹ͓けΔ総合的ͳ·ち

ͮくΓ推進ͷͨΊͷ住民自治組織Λ再構築ͯ͠い͖·͢ɻ

ɹ今後ɺ住民自治ͱͯ͠地域環境ͷ維持・向上Λ͡Ίɺ地域福祉ɺ地域教育ɺ地

域防災ͳͲ広範囲ʹ及ぶ総合的ͳ·ちͮくΓΛ推進ͯ͠いくͨΊʹɺ従来ͷ自治会

等Λ基本ͱͭͭ͠ɺΑΓ広い範囲Ͱͷ住民自治組織ͷ確立͕必要ͱさΕ·͢ɻͦ

こͰɺͦΕͧΕͷ地域ͷ状況ʹ応ͨ͡住民自治組織ͷ単位ͱͯ͠ɺ各地域ͷ状況ʹ

応ͯ͡いく͔ͭͷ自治会͕連携ͯ͠新ͨͳ住民自治組織ͷ設立Λ目指ͯ͠い͖·͢ɻ

ɹ住民自治Λ支えɺ各地域ͷ独自ͳ·ちͮくΓΛ推進ͯ͠いくͨΊʹɺ行政組織ͱ

ͯ͠ͷ本庁・支所等ͷ役割Λ明確ʹ͠ɺ地域ͷ課題ʹ関ͯ͠ɺ地域住民ͱ協力ͯ͠

取Γ組ΜͰいくこͱ͕出来ΔΑうͳ地域ʹ身近ͳ組織ͱ機能Λ整えͯい͖·͢ɻ

ɹ以上ͷΑうͳ考え方ʹ基ͮくɺ目指͢べ͖組織体系ͷあΓ方Λ以下ʹ示͠·͢ɻ

ɹɹ̡ 各地域ͷ状況ʹ即ͨ͠住民自治ͷ推進−地域審議会ͷ活用ʳ

ɹɹ̡ 住民自治組織ͷ確立ʳ

ɹɹ̡ 住民自治Λ支えΔ組織ͱ機能ͷ充実ʳ

行政

本　庁

支　所　等

住民自治組織

既存の自治組織（自治区・小学校区等）

地　域　住　民　・　企　業

地　域　審　議　会

住民自治のあり方

住民自治組織の設立 連携

地域

各種団体や

ボランティ

アグループ

等
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ɹ新市ʹ͓いͯ住民自治Λ積極的ʹ推進ͯ͠いくͨΊʹɺ本計画Ͱ示͢住民自治

ͷ方向性Λ踏まえͯɺ新市ʹͳっͯ速や͔ʹ策定さΕΔ総合計画ͷ中Ͱ改Ίͯ͠っ

͔Γͱ位置ͮけɺさΒʹͦͷ方向性Λ明確ʹ͢ΔͨΊͷ条例ʢ住民自治条例等ʣͷ

制定Λ検討ͯ͠い͖ま͢ɻ

ɹ総合計画ʹ͓いͯɺ基本構想ʹ͓けΔ理念ͱͯ͠ͷ位置ͮけちΖΜɺ旧市

町村単位ͰͦΕͧΕͷ地域ͷ状況ʹ応ͨ͡住民自治ͷあΓ方Λ明確ʹ͢Δʮ地域別

計画ʯͷ策定Λ行うこͱ͕望まΕま͢ɻこͷʮ地域別計画ʯͷ策定ʹあͨっͯɺ

新市建設計画ͷ地域別方針Λ踏まえΔͱͱʹɺ各地域ͷワーキング会議ͰまͱΊ

ΒΕͨまちͮくΓ方針͕基礎ͱͳΓま͢ɻ

ɹ住民自治ͷ最基礎ͱͳΔ各地域ͷ身近ͳ地区ʹ͓けΔ総合的ͳまちͮくΓ推進

ͷͨΊʹɺ住民自ΒͷまちͮくΓ活動ͷ指針ͱͳΔʮ地区まちͮくΓ計画ʯͷ策定

͕必要Ͱ͢ɻ

ɹ地区まちͮくΓ計画ɺ前項ͷʮ地域別計画ʯʹ͓けΔ各地域Ͱͷ住民自治ͷあ

Γ方ʹ基͖ͮ設定さΕΔ住民自治ͷ単位毎ʹɺ住民主体ͷ検討組織͕中心ͱͳっͯ

策定さΕΔこͱ͕望まΕま͢ɻこͷ検討組織͕計画ͮくΓΛ通ͯ͡自治意識Λ高Ίɺ

住民自治組織ͷ母体ͱͳっͯいくこͱ͕期待さΕま͢ɻ
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ɹ住民自治ʹΑΔまͪͮくΓɺ新市発足後直ͪʹ出来ΔこͱͰあΓまͤΜɻま

ͨɺ組織ͩけΛ形式的ʹ作ͬͯ住民自Β͕まͪͮくΓΛ自主的ʹ進ΊΑうͱいう

意識͕ͳけΕɺ単ͳΔ行政ʹ対ͯ͠ͷ陳情・要望・苦情Λ言う場ͱ͔ͯ͠͠機能

͠ͳいこͱ考えΒΕま͢ɻまͣ地域ͷ住民ͷ皆さΜͷまͪͮくΓへͷ意識Λ高

Ίͯいくこͱ͔Β始ΊΔこͱ͕必要Ͱ͢ɻ

ɹ自分ͷ住Ή地域ͷ環境や快適ͳ暮Β͠ͷͨΊͷ各種サービスʹͭいͯ考えɺ将来

ͲͷΑうͳ地域ʹͯ͠い͖ͨい͔ɺͦͷͨΊʹ自分ͨͪʹ何͕出来Δ͔ɺͳͲΛ考

えΔ機会Λ持ͭこͱ͕重要Ͱ͢ɻ本計画ͷ策定ʹ͓けΔ地域ワーキンά会議ͷ活動

ͦういͬͨ機会ͮくΓͷ第一歩ͱいえま͢ɻ

ɹ今後ɺ一人Ͱ多くͷ地域住民ͷまͪͮくΓへͷ参加ͷ機会Λ創出ͯ͠いくこͱ

͕重要ͰあΓɺ各地域や各地区Ͱͷ計画ͮくΓɺまͪͮくΓへͷ参加ͷ絶好ͷ機

会ͱいえま͢ɻ

ɹまͣこͷ計画ͮくΓへͷ参加ʹΑΓɺ少ͣͭ͠まͪͮくΓへͷ関心Λ高Ίɺ住

民自治活動Λ支えΔ住民Λ一人Ͱ多く૿やͯ͠いくこͱ͕必要Ͱ͢ɻ

ɹ地域審議会Ͱͷ住民自治ͷあΓ方ͷ検討Λͱʹɺ各地区Ͱͷ住民自治組織ͷ確

立Λ目指ͯ͠い͖ま͢ɻͪΖΜɺこͷ組織地域住民͕ʮ出来Δͱ͖ʹɺ出来Δ

こͱΛɺ出来Δ範囲Ͱʯ行えΔΑうͳ参加͠や͢いͷͰあΔこͱ͕大切Ͱ͢ɻ

ɹ組織化ʹ関ͯ͠ɺ各地域内ͷ地区ͦΕͧΕͷ状況ʹ応ͯ͡随時行ͬͯいくこͱ

ͱ͠ɺ先行的ͳ地区͕モσルͱͳͬͯ他ͷ地区ͷ組織化Λ促ͯ͠いけΔΑうʹɺ情

報Λ出来Δ限Γ公開ͯ͠進Ίͯい͖ま͢ɻまͨɺこͷΑうͳ組織化へͷ支援や情報

提供ͷ役割Λ行政͕担ͬͯい͖ま͢ɻ

ɹ本格的ͳ住民自治活動Λ推進͢Δʹあͨͬͯɺ人的支援及び財政的支援ͷ両面

͔Β行政͕バッΫアップͯ͠い͖ま͢ɻͪΖΜɺ住民自治組織ͷ自主性Λ尊重͠ɺ

ͦΕ͕損ͳわΕΔこͱ͕ͳいΑうʹ配慮ͯ͠い͖ま͢ɻ

ɹ人的支援ʹ関ͯ͠ɺ必要ʹ応ͯ͡専門分野ͷ職員や専門家ͷ遣等Λ検討ͯ͠

い͖ま͢ɻ

ɹ財政的支援ʹ関ͯ͠ɺ活動費ʹ関͢Δ助成制度ͷ確立ͱɺ各種事業委託等ͷ検

討͕必要ͰあΓɺ権限移譲ͷ動向Λ踏まえͨ新ͨͳ財源ͷ確保ʹ努Ίͯい͖ま͢ɻ

ɹͦΕͧΕͷ地域Ͱͷ住民自治活動͕推進ͯ͠いく中ͰɺͦΕ͕継続的ʹ持続ͯ͠

いくͨΊʹɺ地域相互ͷ情報交換や交流ͷ促進ɺ各種技術的ͳ支援ͷ体制Λ強化

ͯ͠いくこͱ͕必要ͰあΓɺͦͷͨΊͷ機能確立͕必要Ͱ͢ɻ

ɹɹ̡ 第１スςップ：まͪͮくΓへͷ参加ͷ機会ͮくΓʳ

ɹɹ̡ 第 2スςップ：住民自治組織ͮくΓʳ

ɹɹ̡ 第 3スςップ：住民自治組織ͷ運営ʳ
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● 熊本県Ͱɺ合併ʹΑΓ誕生͢Δ新市ͷ均衡あΔ発展Λ目指͠ɺʮ“創生、 輝͘新

都八代〜豊͔ͳ資源Λ活͔͠ɺ個性͖ΒΊ͘交流拠点都市へ〜ʯͷ実現ͷたΊɺ

新市ͱ連携Λ図Γͳ͕Β以下ͷΑうͳ県事業Λ積極的ʹ推進͢Δͱͱʹɺ·ち

ͮ͘Γͷ核ͱͳΔ新市ͷ各種施策ʹ対ͯ͠ɺ必要ͳ支援Λ行い·͢ɻ

● 地域農業ͷ基幹作物ʮい͙さʯͷ生産ʹ͓いͯɺ優良品種ʮひͷΈͲΓʯͷ普

及拡大Λ柱ʹɺͳ͓一層ͷ高品質化やコスト削減Λ推進͢ΔこͱʹΑΓɺい業産

地ͷ再構築Λ図Γ·͢ɻ·たɺい͙さ͔Βͷ転換ʹΑΓ新規作物Λ導入͢Δ生産

者ʹ対ͯ͠ɺ技術・経営指導ͷ強化等ͷサϙート体制ͷ拡充Λ図Γ·͢ɻ

● 土ͮ͘Γɺ減農薬ɺ適正施肥ΛΑΓ一層推進͢ΔͱͱʹɺエコファーϚーͷ認

定ͳͲͷ取Γ組ΈΛ積極的ʹ支援͠ɺ安全・安心ͳ農作物ͮ͘Γへ取Γ組Έɺ環

境ʹやさ͠い農業Λ推進͠·͢ɻ

● 排水路ͳͲͷ整備水準͕͘ɺ作物転換ͳͲʹ支障͕あΔ地域ʹ͓いͯɺ水田

ͷ汎用化ʹ向͚ͯͷ整備Λ総合的ʹ推進͠·͢ɻ·たɺ背後農地ͷ保全ʹ資͢Δ

たΊɺ海岸堤防ͷ整備Λ計画的͔ͭ総合的ʹ推進͠·͢ɻ

● 認定農業者ͷ育成や法人化ʹΑΔ企業的経営ͷ育成ɺ家族協定ͷ締結Λ通͡た女

性ͷ経営参画ͳͲΛ推進͢Δͱͱʹɺ地域営農システムͷ確立等ͷ就農・生活

環境ͷ整備Λ推進͠ɺ意欲あΔ担い手ͷ確保ͱ育成Λ図Γ·͢ɻ

● 林ͷ持ͭ木材生産ͳͲͷ経済的機能や水源͔Μ養ͳͲͷ多面的機能͕最大限発

揮Ͱ͖ΔΑう多様ͳ林ͷ整備Λ計画的ʹ推進͠·͢ɻ

● 林業生産性ͷ向上や林ͷ適正管理ɺ山村ͷ生活環境整備ͷたΊɺ林道・作業道

ͷ新規開設や改良・舗装ͳͲʹΑΔ機能向上ͳͲɺ効率的ͳ整備Λ推進͠·͢ɻ

● 八代海Λ豊͔ͳ海ʹ再生͢ΔこͱΛ目的ͱͯ͠平成 15 年 3 月ʹ策定͠たʮ有明

海・八代海再生ʹ向͚た熊本県計画ʯʹ基͖ͮɺ海域環境ͷ保全・改善や水産資

源ͷ回復ʹΑΔ漁業ͷ振興Λ総合的ʹ推進͠·͢ɻ

第 7 節 新市ʹ͓͚Δ熊本県事業ͷ推進
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● 国内ͱΑΓ東ΞδΞや東南ΞδΞʹ向けた南九州ͷ国際物流拠点港湾ͱし

ͯɺ八代港ͷ施設整備を進ΊΔͱͱʹɺ東ΞδΞ等ͱͷ国際定期貨物航路ͷ誘

致を図Γ·すɻ

● 国際定期貨物港ɺ高規格幹線道路ɺ新幹線ͳͲɺ交通結節点ͱしͯͷメリットを

生͔しͯ産業集積ͷ推進ʹ努Ί·すɻ

● 新市ͷ一体的ͳ発展を支えΔ広域交通ネットワークを形成すΔたΊɺ国道ʢ219

号ɺ443 号ɺ445 号ʣや県道ʹ係Δ幹線道路等ͷ整備を推進し·すɻ特ʹɺ新

八代駅周辺ͷΞクηε道路ʹͭいͯɺ新市ͱͷ役割分担を図Γͳ͕Βɺそͷ整

備を推進し·すɻ

● 新市ͷ商業拠点ͱͳΔ八代中心市街地や日常生活ͷ利便性を高ΊΔ既存商店街ͷ

活性化ʹͭいͯɺ各中心市街地活性化基本計画ʹ基ͮく取Γ組Έを支援し·すɻ

● 近年ͷ多様ͳ観光ニーζを踏·えͳ͕Βɺ八代地域ͷ多様Ͱ豊͔ͳ自然ʢ山・川・

海・野ʣやɺそΕΒʹ培わΕ͖ͯた歴史・文化を生͔した魅力あΔ観光振興を支

援し·すɻ

● 学校ͱ地域͕一体ͱͳͬͯɺ心身共ʹ健全ͳ子Ͳͷ育成を支援し·すɻ

● 先人ʹΑΓ育·Εた豊͔ͳ歴史・文化を生͔した人ͮくΓɺコミュニテΟͮくΓ

を支援し·すɻ
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● 地域住民誰͕健康Ͱい͖い͖ͱ暮ΒせΔΑう新市͕行う様々ͳ保健・医療・福

祉施策を支援し·すɻ

● 安心しͯ子Ͳを産Έɺ育ͯΒΕΔΑう新市͕行う様々ͳ子育ͯ支援施策を支援

し·すɻ

● 誰͕その能力・個性を発揮しɺ͓互いʹ人権を尊重・協調し合えΔΑうɺ新市

͕行う様々ͳ施策を支援し·すɻ

● 下水道ɺ浄化槽及び農業集落排水等の生活排水処理施設の計画的ͳ整備を図Γɺ

快適Ͱ環境ʹ配慮した生活基盤ͮくΓを推進・支援し·すɻ

● 地域住民の尊い生命や貴重ͳ財産を守ΔたΊɺ河川ɺ海岸ɺ山地ɺ道路ͳͲ災害

防止対策を計画的ʹ推進し·すɻ

● 豊͔ͳ歴史・文化を生͔した文化の香Γ高い·ちͮくΓを支援し·すɻ

● 新市の新たͳ·ちͮくΓを総合的ʹ支援すΔたΊɺʮ熊本県市町村合併支援プラ

ンʯʹΑΓɺ以下の支援を行い·すɻ

ᶃ本計画ʹ位置付けΒΕた事業ʹͭいͯɺ県事業の優先的・重点的ͳ実施を図

Γ·すɻ

ᶄ本計画ʹ位置付けΒΕた事業ʹͭいͯɺ県単独の補助事業や貸付金ʹΑΓ優

先的ʹ支援し·すɻ
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ɹ公共的施設ͷ配置ͱ整備ʹͭいͯɺͦΕͧΕͷ地域ʹ͓けΔ͜ΕまͰͷ各種

サービεͷ利便性を損ͳわͳいΑうʹ配慮͠ɺ暮Β͠ͷ急激ͳ変化を及ぼ͞ͳいΑ

うʹ͠ま͢ɻͦͷ上Ͱɺ地域特性や地域バランεɺ財政状況を考慮͠ͳ͕Β適切ͳ

運営ͷ合理化ͷͱͰ逐次検討を行いɺ整備を進Ίͯい͖ま͢ɻ

ɹ特ʹɺ行政ͷ窓口サービε等ʹ関ͯ͠ɺ住民サービεͷ下を招͔ͳいΑう本庁

及び合併ʹΑͬͯ支所ͱͳΔ旧庁舎ʹ͓いͯ十分ͳ連携͕取ΕΔΑう機能整備を図Δ

ͱͱʹɺ電子自治体ʹ対応ͨ͠住民サービεͷ利便性ͷ向上ʹ努Ίͯい͖ま͢ɻ

ɹͳ͓ɺ新規施設ͷ整備ʹあͨͬͯ合理化等を進Ίͭͭɺ空͖施設ͷ改修ʹΑΔ

有効活用を優先ͯ͠ɺ出来Δ限Γ整備費ͷ抑制ʹ努Ίま͢ɻ

ɹ各種分野別ͷ公共的施設ʹ関ͯ͠ɺʮ新市建設ͷ基本方針ʯ及びʮ施策ͷ大綱ʯ

Ͱ示͢方針ʹ基ͮいͯɺ以下ͷͱ͓Γ整備方針を示͠ま͢ɻ

ɹ小中学校施設ʹ関ͯ͠ɺ地域ͱ一体Ͱ子Ͳ達ͷ健全育成を図Δ拠点ͱͯ͠必

要ͳ機能ͷ充実を図ͬͯい͖ま͢ɻまͨɺ児童・生徒数ͷ変更ʹ応ͨ͡適正配置や

適正規模を確保͢ΔͨΊɺ逐次改善・整備を図ͬͯい͖ま͢ɻ

ɹ保健・医療・福祉ͷ施設ʹ関ͯ͠ɺ各地域Ͱͷ身近ͳサービεͱɺ質ͷ高い高度

ͳサービεͱͷ両立を目指ͯ͠ɺ拠点機能ͷ強化ͱ体系化ͷ推進を図ͬͯい͖ま͢ɻ

ɹ消防・防災ͷ施設ʹ関ͯ͠ɺ各地域ͷ安全ͳくΒ͠を守ΔͨΊɺ体系的ͳ整備

を図ͬͯい͖ま͢ɻ

ɹ文化・εポーツ施設ʹ関ͯ͠ɺ各地域ʹあΔ既存施設ͷ特徴を強化͠ɺδャン

ルや種目等ʹ応ͨ͡拠点機能ͷ充実を図ͬͯい͖ま͢ɻ

ɹ既存ͷ物産館や各種ͷ観光施設ʹ͓けΔ新市全体Ͱͷ情報発信機能を強化ͯ͠い

͖ま͢ɻまͨɺ新市ͷ産業活性化ͷͨΊͷ人材育成や情報発信ͷ拠点機能ͷ強化を

図ͬͯい͖ま͢ɻ

ɹ人間性豊͔ͳコミュニティͮくΓを目指ͯ͠ɺ住民͕心ͷふΕあいを持ͯΔ拠点

機能ͷ充実を図ͬͯい͖ま͢ɻまͨɺ既存ͷ自治公民館や集会所ʹ関ͯ͠ɺ住民

自治ʹΑΔまちͮくΓ推進ͷ拠点施設ͱͯ͠ͷ活用を考慮ͯ͠ɺ各地域ʢ各支所毎ʣ

͝ͱʹͦͷ機能充実ͷ方針を検討͠ɺ逐次ͦͷ整備を進Ίͯい͖ま͢ɻまͨɺ庁舎ʢ本

庁・支所ʣ整備ͷ検討を進Ίま͢ɻ

第 8節 公共的施設ͷ適正配置ͱ整備

め75め
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ɹ地方分権ͷ推進や三位一体ͷ改革ʹ伴うʮ自己決定・自己責任・自己負担ʯͷ原

則ʹΑΓɺ地方行政ʹ͓いͯ自主的ͳ政策ͷ立案・実施や自主財源ͷ確保ͳͲ行

財政面Ͱͷ自立ɺ即ちʮ自治体Λ経営͢Δʯͱいう発想Ͱͷ行財政運営͕求ΊΒΕ

ͯいま͢ɻそͷたΊɺ͜Ε͔Βͷ地方自治体経営方針ʹ基ͮいた大胆ͳ行財政改

革ͷ実施͕必要ͱͳͬͯいま͢ɻ

ɹ市町村合併最大ͷ行財政改革ͱいわΕͯいま͢ɻ合併ʹΑΔ行政改革ͷ効果Λ

最大限ʹ生͔͢たΊɺ新市ʹ͓いͯ自治体経営ͱいう視点ʹ立ちɺ過去ʹͱΒわ

Εͳい行財政改革Λ進ΊΔ必要͕あΓɺ速や͔ͳ行政改革大綱ͷ策定ͱそͷ推進ʹ

努ΊΔͱͱʹɺ職員ͷ意識改革Λ図Γま͢ɻ

ɹ新市͕自主性及び自立性Λ発揮͢Δʹɺ明確ͳ経営戦略目標Λ掲͛ɺ自Β政策

Λ立案ɺ実行しɺ評価Ͱ͖Δ行政マネδϝントγεテϜΛ確立しͳ͚ΕͳΓまͤ

Μɻ

ɹそͷたΊʹɺ柔軟ͳ発想Ͱ市民ͷ視点ʹ立ͬた政策Λ立案Ͱ͖Δ職員ͷ意識改革

ͱ能力ͷ向上Λ図Δͱͱʹɺ市民ͷ満足度ͷ高い目的成果志向型ͷ組織機構ͷ構

築Λ推進しま͢ɻ

ɹ景気ͷ先行͖͕不透明Ͱɺ͜ΕʹΑΔ地方税収ͷ૿見込ΊͣɺさΒʹ三位一

体ͷ改革ʹΑΓ地方交付税や補助金等ͷ削減͕見込まΕΔ͜ͱ͔Βɺ新市ʹ厳し

い財政運営͕強いΒΕɺ税源移譲等ʹΑΓ財政的ͳ自立͕求ΊΒΕま͢ɻ

ɹ新市͕財政面Ͱ自立͢ΔたΊʹɺ税収ͷ૿加や受益ͱ負担ͷ適正化ͳͲʹΑΓ

財源ͷ安定確保ʹ努ΊΔͳͲɺ財政基盤ͷ強化͕求ΊΒΕま͢ɻ一方ɺ政策や事務

事業ʹͭいͯɺそͷ目的ͱ成果ɺ行政ͱ地域住民ͱͷ役割分担ͳͲΛ踏まえͯɺ

重点化ɺ優先化Λ図Γɺ健全ͳ財政運営Λ推進しま͢ɻ

ɹ新市ͷ一体的ͳ行政運営ͷ確保や業務ͷ生産性Λ高Ίɺ市民サービεͷ向上Λ図

ΔたΊɺ合併後引͖続͖ɺ事務事業ɺ事務処理方式ɺ組織機構及び職員数ͳͲΛ

見直しɺ効率的ͳ行政運営Λ図Δͱͱʹɺ情報ネットワークͷ活用ͳͲ行政ͷ高

度情報化Λ推進しま͢ɻ

第 9節 行財政改革
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ɹ財政計画ɺ市町村合併͔ΒこΕ·Ͱͷ決算ͷ推移やɺ市町村合併ʹ伴う財政支

援措置ͷ終了ͳͲΛ取Γ入ΕΔほ͔ɺ今後ͷ地方財政Λ取Γ巻く状況Λ考慮しɺ堅

実ͳ財政運営Λ基調ͱしͨͷͰすɻ

● 計画期間ɺこΕ·Ͱͷ平成 17 年度͔Β平成 27 年度·Ͱͷ 11 年間ʹɺ新ͨʹ

平成 28 年度͔Β平成 32 年度·ͰΛ追加しɺ合わせͯ 16 年間ͱしͯい·すɻ

ᶃ本計画普通会計Ͱ作成しͯい·すɻ

ᶄ本計画ɺ歳入 ･ 歳出ͦΕͧΕ科目別ʹ市町村合併ʹ伴う削減状況や国・県ͷ財

政支援措置ͳͲΛ反映させ作成しͯい·すɻ

ᶅ平成 25 年度決算見込ΈͷͨΊɺ平成 24 年度͔Βͷ繰越事業費及び平成 26

年度へͷ繰越事業費Λ含ΜͰい·すɻ

● 本計画ͷ作成ʹ当ͨͬͯɺ次ͷこͱΛ考慮しͳ͕Β健全財政ͷ確保ʹ努Ίͯい

·すɻ

ᶃ市税ɺ税源ͷΑΓ一層的確ͳ把握ͱ課税ͷ適正化及び徴収率ͷ向上Λ図Δこ

ͱʹΑΓ収入ͷ確保ʹ努Ί·すɻ

ᶄ地方交付税ɺ国・県ͷ支出金ɺ市債等ͷ依存財源Λ適正ʹ見積ΔΑうʹ配慮

しͯい·すɻ

ᶅ市債ʹͭいͯɺ将来ʹわͨΔ公費負担͕過大ʹͳΒͳいΑうʹ計画的ʹ借Γ入

Εͯい͖·すɻ·ͨɺ通常債ʹ加えͯ合併特例債Λ有効͔ͭ適切ʹ活用すΔこͱ

ʹしͯい·すɻ

ᶆ一般職職員数ʹͭいͯɺ合併時点͔Β平成 26 年 4 月 1 日·Ͱʹ 243 人削減

しͯい·すɻ今後引͖続͖ɺ定員ͷ適正化及び人件費ͷ抑制ʹ取Γ組Έ·すɻ

ᶇ投資的経費ɺʮ環境センター建設ʯやʮ新庁舎建設ʯΛ見込Ήほ͔ɺ今後ͷ財

政状況Λ勘案しɺ財源ʹ見合ͬͨ範囲内Ͱ確保しͯい·すɻ

ɹ

ɹ市町村合併ʹΑΔスケーϧϝϦットΛ活͔しͨ行財政改革Λ行͖ͬͯ·し͕ͨɺ

平成 33 年度ʹ地方交付税ʹΑΔ合併支援措置͕無くͳΔこͱͰɺ財政計画Ͱ

100 億円以上あͬͨ市ͷ貯金ͰあΔ基金͕ɺ平成 32 年度ʹ半分以下ͷ 46 億円

·Ͱ減Γɺ平成 35 年度ʹ 2 億円·Ͱ減Δ見込ΈͰあΔこͱ͔Βɺ益々厳しい財

政運営͕予測さΕ·すɻ

ɹ今後更ͳΔ事業ͷ見直しΛ行いɺ適正ͳ受益者負担Λ求ΊΔͱͱʹɺ市町村

合併ʹΑΓ重複しͨ施設ͷ廃止統合ͳͲɺ行政ͷスϦϜ化Λ促進させɺ恒久的ͳ市

民サービスͷ確保Λ図ͬͯい͖·すɻ

第 10 節 財政計画
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基本的な考え方

財政計画の概要

健全財政の確保

まとめ

5 歳入歳出の主要項目

6 期間延長による財政効果

７ 新市財政計画

● 個人市民税や法人市民税ͳͲͷ市民税ɺ土地及び家屋並びʹ償却資産ͳͲͷ固定資産税ɺ軽自動車税ɺ

ɹ市たこ税ɺ入湯税ͳͲͰ͢ɻ

● 市町村ͳͲɺ地方公共団体͕等͘͠合理的͔つ妥当ͳ水準Ͱ行政事務͕出来ΔΑうʹɺ国͔Β交付さΕ

ɹΔ税Ͱ͢ɻこΕ·Ͱ合併算定替ʹΑΔ支援措置͕あΓ·͠た͕ɺ平成 28 年度͔Β段階的ʹ削減さΕɺ

ɹ平成 32 年度ʹ 25 年度ΑΓ 25 億円少ͳ͘ͳΔ見込ΈͰ͢ɻ

● 平成 27 年度Ͱ合併ʹ係Δ臨時的ͳ支援措置ͯ͢終わΔたΊɺ平成 28 年度以降ʹついͯɺ過去

ɹͷ実績Λ参考ʹ行政ͷ事務事業ʹ応͡た国や県ͷ補助金Λ見込ΜͰい·͢ɻ

● 環境センター建設や新庁舎建設ͳͲɺ大型プロジェクトʹ多額ͷ費用͕掛͔Δ際ʹɺ貯え͓ͯいた基

ɹ金Λ繰Γ入Εɺ単年度ͷ負担Λ軽減͢ΔͷͰ͢ɻ

● 本計画ͷ建設事業やɺ国ͷ施策ʹΑΔ市ͷ借金Ͱ͢ɻ·たɺ本市ͷ均衡あΔ発展ʹ係Δ建設事業ʹ

ɹついͯɺ合併特例債Λ活用͠ɺ計画中ͷ環境センターや新庁舎ͷ建設ʹ活用予定ͱͯ͠い·͢ɻ

● 職員ͷ給与やɺ市議会議員及び市政協力員並びʹ消防団員ͷ報酬ͳͲͰ͢ɻ合併ͷ平成 17 年度͔Β

ɹ平成 27 年度·Ͱʹ一般職職員Λ 250 人削減ͯ͠い·͢ɻ

● 生活保護や障͕い福祉ɺ私立保育園ͷ運営費や児童扶養手当ɺ老人福祉ͳͲͷ社会保障費Ͱɺ少子

ɹ高齢化や景気ͷ迷等ʹΑΓɺ今後上昇傾向͕見込·Ε·͢ɻ

● 市債ͱͯ͠借Γ入Εた͓金ͷ元金ͱ利子Λ返済͢ΔͷͰɺこͷ経費͕૿え͗͢Δͱ財政硬直化ͷ原

ɹ因ͱͳΔたΊɺ計画的ʹ市債Λ借Γ入Εɺ返済ͯ͠い·͢ɻ

● 行政事務Λ行う一般的ͳ経費Ͱɺ事務用品や光熱水費・電話や郵便料金ɺ·た施設管理運営経費ͳͲ

ɹͷ委託費ͳͲͰɺ今後更ʹ削減Λ要͠·͢ɻ

● 広域消防・市立病院ͷ負担金やɺ各種事業・団体ͷ補助金ͳͲͰɺ今後更ʹ削減Λ要͠·͢ɻ

● 環境センターや新庁舎建設ͳͲ大型プロジェクトΛ含Ήɺ道路・公園・学校整備ͳͲͷ建設事業Ͱ͢ɻ

ɹ合併特例債ɺ事業費ͷ 95％·Ͱ借Γ入ΕͰ͖ɺそͷ返済額ͷ 70％͕地方交付税ʹ算入さΕΔͱいう

ルールͷ借金Ͱɺ合併͠た年度及びこΕʹ続̍̌͘ヵ年度ͷ適用Ͱ͠た͕ɺ法改正ʹΑΓɺ５カ年延長

さΕΔͷͰ͢ɻそΕʹΑΓɺ平成 17 年度合併時借入可能額ͷ 40％ʹあたΔ 162 億円Λ活用予定

Ͱ͠た͕ɺ今回借入可能額ͷ 68％ʹあたΔ 274 億円Λ活用予定Ͱ͢ɻ

基本的な考え方

財政計画の概要

健全財政の確保

まとめ

5 歳入歳出の主要項目

6 期間延長による合併効果

７ 新市財政計画

ɹᶃ市税

ɹᶄ地方交付税

ɹᶅ国庫支出金・県支出金

ɹᶆ繰入金

ɹᶇ市債

ɹᶃ人件費

ɹᶄ扶助費

ɹᶅ公債費

ɹᶆ物件費

ɹᶇ補助費等

ɹᶈ投資的経費
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䠄 単位： 百万円䠅

市税

地方交付税

国庫支出金

県支出金

繰入金

その他

市債

13,000

14,009

6,037

4,233

6,595

8,508

7,076

59,458歳入合計

※平成 2 6 年 3 月末 現 在で 作 成

ᖹ成
17

　 ᖺ度

【歳　出】

新市財政計画

人件費

扶助費

公債費

物件費

補助費等

その他

投資的経費

平成
 18
　年度

平成
 19
　年度

平成
 20
　年度

平成
 21
　年度

平成
 22
　年度

平成
 23
　年度

平成
 24
　年度

平成
 25
　年度

平成
 26
　年度

平成
 27
　年度

平成
 28
　年度

平成
 29
　年度

平成
 30
　年度

平成
 31
　年度

平成
 32
　年度

䠄 単位： 百万円䠅

ᖹ成
17

　 ᖺ度

平成
 18
　年度

平成
 19
　年度

平成
 20
　年度

平成
 21
　年度

平成
 22
　年度

平成
 23
　年度

平成
 24
　年度

平成
 25
　年度

平成
 26
　年度

平成
 27
　年度

平成
 28
　年度

平成
 29
　年度

平成
 30
　年度

平成
 31
　年度

平成
 32
　年度

歳出合計

【歳　入】

13,043

14,469

5,693

3,953

934

8,853

5,259

52,204

13,824

14,294

6,297

4,297

1,037

7,942

6,085

53,776

14,331

15,703

6,469

3,603

216

6,698

5,157

52,177

13,731

16,462

10,295

4,073

115

7,541

5,351

57,568

13,496

17,563

8,653

3,921

246

6,411

5,217

55,507

13,664

18,062

8,026

3,932

79

7,149

4,463

55,375

13,616

17,911

7,856

5,230

66

7,750

5,183

57,612

13,799

17,662

9,031

9,380

115

6,719

7,314

64,020

13,848

17,447

8,349

3,999

135

6,245

5,543

55,566

13,803

17,969

8,315

4,532

300

6,001

5,025

55,945

13,980

18,007

9,761

4,319

1,500

6,036

6,983

60,586

14,073

17,284

10,642

4,230

2,200

6,153

7,869

62,451

13,970

16,560

8,713

4,381

300

6,373

4,382

54,679

14,020

15,837

8,770

4,292

1,700

6,455

6,287

57,361

14,065

15,113

8,959

4,328

2,460

6,575

7,183

58,683

10,603

8,702

6,303

5,820

5,007

9,039

11,569

57,043

７

9,185

8,804

6,393

5,241

4,843

7,422

9,137

51,025

9,525

9,066

6,448

5,182

4,790

7,378

10,364

52,753

8,993

9,415

6,758

4,833

4,771

8,476

7,831

51,077

8,505

9,819

6,870

5,465

7,133

9,293

9,356

56,441

8,253

11,661

6,991

5,143

4,693

8,568

8,399

53,708

8,099

12,310

6,988

5,616

4,600

8,660

7,189

53,462

8,057

12,648

7,102

5,581

4,662

8,978

8,662

55,690

7,996

13,297

7,003

5,559

5,036

9,034

14,685

62,610

7,739

13,337

7,009

5,962

5,923

9,231

6,057

55,258

7,912

14,276

6,939

5,444

4,843

9,434

6,975

55,823

7,922

14,829

6,530

5,272

4,679

10,318

10,841

60,391

8,037

15,045

6,550

5,087

4,520

9,658

13,185

62,082

8,032

15,271

6,648

4,933

4,367

9,400

5,624

54,275

7,818

15,703

6,603

4,781

4,219

9,260

8,500

56,884

8,083

15,894

6,749

4,617

4,093

9,353

9,300

58,089

7,707基金残高 7,483 6,617 7,138 8,123 8,264 8,908 9,791 10,310 10,574 10,790 10,506 8,722 8,735 7,048 4,599

65,332市債残高 65,472 66,345 65,941 65,562 64,871 63,375 62,410 63,594 63,020 62,018 63,395 65,689 64,468 65,212 66,738



—80—

■用語解説



新市建設計画
“ 創生”  輝く新都「八代」

平成1 7年3月発行

発行／八代地域市町村合併協議会
〒８６６-８５５５   熊 本県八代市西片町 1 6 6 0

T E L  （０９６５）3 3－3 3 2 8
FAX  （０９６５）3 5－0 3 0 8

（八代総合庁舎内）



　この市章は、合併前の6市町村の「6」をイメージ
したものに、未来への躍動感を加え、その中に八代
市の「八」をアレンジしたマークを取り入れ、新しさ
の中にも親しみを感じさせます。
　ブルーは川と海、グリーンは山と平野、オレンジ
はそこに生活する人々の熱い心を象徴しています。
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